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札幌市議会第二部予算特別委員会記録（第７号） 

令和７年（2025年）３月17日（月曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 31名（欠は欠席者） 

    委 員 長  か ん の  太  一       副 委 員 長  松  井  隆  文 

    委   員  高  橋  克  明       委   員  こんどう  和  雄 

    委   員  細  川  正  人       委   員  よこやま  峰  子 

    委   員  北  村  光 一 郎     欠 委   員  小  竹  と も こ 

    委   員  伴     良  隆       委   員  こ じ ま  ゆ  み 

    委   員  藤  田  稔  人       委   員  小 須 田  大  拓 

    委   員  山  田  一  郎       委   員  福  士    勝 

    委   員  村  上  ゆ う こ       委   員  中  村  た け し 

    委   員  あ お い  ひ ろ み       委   員  水  上  美  華 

    委   員  森    基 誉 則       委   員  篠  原  す み れ 

    委   員  福  田  浩 太 郞       委   員  丸  山  秀  樹 

    委   員  前  川  隆  史       委   員  わたなべ  泰  行 

    委   員  熊  谷  誠  一       委   員  小  形  香  織 

  欠 委   員  池  田  由  美       委   員  長  屋  いずみ 

    委   員  佐  藤    綾       委   員  荒  井  勇  雄 

    委   員  丸  岡  守  幸       委   員  山  口  か ず さ 

    委   員  脇  元  繁  之 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

    ―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  ただいまから第二部予算

特別委員会を開会いたします。報告事項でありま

すが、小竹委員からは欠席する旨、川田委員から

はこじま委員と、好井委員からは前川委員と、森

山委員からは熊谷委員と交代する旨、それぞれ届

け出がございました。 

 それでは、議事に入ります。 

 最初に、議案第12号 令和7年度札幌市軌道整

備事業会計予算及び、議案第13号 令和7年度札

幌市高速電車事業会計予算について、一括して質

疑を行います。 

●伴 良隆委員  私は人材不足を見据えた路面

電車及び地下鉄駅業務の在り方について、順次質

問をさせていただきます。 

 まず、人員不足が運行に与える影響と、路面電

車運転手の意欲向上につながる取組について、伺

いたいと思います。 

 どこの業態、業界におきましても、交通局もご

多分に漏れず、人手不足というものはあろうかと

いうのは察しがつきます。私も経済局で、人の

キャリアというものを、ライフプランであったり

キャリアプランとありますけれども、こういった

ことをどのように高めていくかと、学び直しも含

めてありますけれども、これは様々な人手不足と

言われる中においても、やりがい、生きがい、働

きがいといったことを大事にしていただきたいわ

けでございます。 

 よって、今日の議論は、あくまで人手不足だか

ら、数が足りないから何とかせいというふうな話

では決してございません。ただ、交通局として安
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全性を保ちながら、どう持続的にこの交通事業を

行っていくかという視点において、人手不足と

いった話に着目をしたいというふうに存じます。 

 よって、人をいかに大切にするかということ

を、今日は追ってお願いしたいなというふうに

思っております。 

 ご承知のとおり、新型コロナウイルスを席巻し

た状況においては、いろんなご苦労が様々な社

会、世界であったわけであります。 

 交通局におきましても、予期せぬ出来事という

ことで、乗車人員が大幅に落ち込む事態に見舞わ

れたことがあったわけでありますが、例えばモバ

イル乗車券の導入、あるいは市電沿線の活性化

や、収益向上を図る企業とのパートナー契約の実

施など、新たな事業展開により、様々な利用者

サービスの向上が図られ、５年が経過した上下分

離の導入時に狙いとしていた、まちづくりの活用

などは着実に進められているものと、このように

私も認識しておるところでございます。 

 しかしながら、先ほどの働き手のやりがいと

いったこと、聞くところによると人員不足が今、

非常に進んでいて、このまま行きますと逼迫した

状況になるんじゃないかといったことを、私も耳

にしておるところでございます。 

 先ほど申したように、お客様の安全にというこ

とと目的地まで着実にお運びするということ、そ

して事業全体は継続性といったものの中において

は、現に頑張っていただいている働き手の方々、

交通の事業の働き手の方々の状況というものは、

言ってみれば不足ということになれば、改善をし

ていかなければならないわけでございます。 

 そこで伺いたいと存じますが、年間を通じて運

転手の欠員を抱えているといった状況と聞いてお

りますが、人員不足が運行に与える影響と、路面

電車運転手の意欲向上につながるような取組があ

れば、お聞かせ願いたいと思います。 

●白石事業管理部長  人材不足が路面電車の運

行に与える影響と、路面電車運転手の意欲向上に

つながる取組について、お答えをいたします。 

 上下分離の上の運送事業を担う札幌市交通事業

振興公社におきましては、運転手の確保と定着に

苦戦をしておりまして、交通局としても、これま

で低床車両の導入ですとか、電車事業所の整備な

ど、働きやすい職場環境の実現に向けて、支援を

してきたところでございますが、来月４月からも

10名の欠員が生じる見込みとなっているなど、依

然として、運転手の状況は厳しい状況が続いてお

ります。 

 運転手の確保と定着を図るためには、勤務条件

の改善はもちろんですが、労務負担の軽減も必要

と認識をしております。 

 そこで、運転手の超過勤務により実施をしてお

りました貸切り電車の休止に加えて、令和６年12

月の冬ダイヤ改正の際には、毎日同時刻に電車が

到着をするパターンダイヤの導入や、周回所要時

間の適正化を行いまして、利用者の利便性向上と

併せて、運転手の心理的負担の軽減と、運転しや

すい環境を整えたところでございます。 

 しかしながら、現在の運転手の欠員状況を踏ま

えますと、従前のような運行ダイヤを維持するこ

とが難しくなっておりますことから、５月から実

施をします夏ダイヤを編成するに当たりまして

は、さらなるダイヤの見直しを検討中でございま

して、運転手の休日勤務の縮減を図って、負担の

軽減を図るよう、努めてまいりたいと考えており

ます。 

 また４月からは、これまで一人の部長職でマネ

ジメントを行っておりました公社の路面電車部

に、新たに安全管理活動を専属で行います部長職

１名を増員いたします。安全管理体制を強化する

とともに、これまで以上に職員一人一人ときめ細

かく関わるマネジメントを行って、コミュニケー

ションをより緊密にすることで、職員の心理的負

担軽減ですとか、モチベーションアップにつなげ

ていきたいと考えております。 

 今後も、交通局と公社が一丸となって、運転手

が働きがいを持って業務に従事できるような環境

整備に向けて、取り組んでまいります。 
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●伴 良隆委員  まずもって働き方改革、推進

法も国の方でありますけども、働き方をどのよう

に改善をしていくかということ、これはやはり人

に注目して、当然業務を滞らせるわけにはいかな

いわけでありますが、今お話が白石部長からあり

ましたように、滞らせることなく、いかに働き手

の方々が働きやすい状況、つまりモチベーション

ということになりますけれども、これをどう確保

していくかというお話があったところでございま

す。 

 引き続き、人というものに着目して大切にして

いただいて、この路面電車の関係、きちっとその

環境を整えながら、継続性を保つためにはどうし

たらいいかという部分については、さぞつらいと

こもありますけれども、我々市民もそこをよく理

解をしていかなきゃいけないのかなというふうに

思っているところでございます。 

 それでは今度、その働き方改革というものの中

において、もう一つ重要な視点でございますけれ

ども、様々な技術というものが今、当然日進月歩

進展しているわけでございます。 

 人でなければならないかどうかという仕事とい

うのは、我が札幌市役所においてもそうでありま

すし、民間においても様々なものというものが、

省力化あるいは軽減をされていて、そしてそこで

使われていた尽力、人の力というものをさらに人

でなければならないものということに、労働移動

というものが行われているというふうに、皆さん

方もご承知のとおりだと思います。 

さきの特別委員会で、山田一郎議員から、交

通局における人手不足への対応について、ＡＩ活

用など、新技術の導入は業務の省力化に寄与し、

サービス水準の維持とともに、担い手不足に苦し

む現場の労働環境の改善にも資するとして、交通

局の認識と今後の方向性について質問をさせてい

ただいたところでございまして、交通局としては

人材不足を補うため、業務の効率化や省力化に取

り組んでいくことが課題と、このように認識をさ

れている点、この辺のところが、今後の方向性と

して答弁をされたところでございまして、具体的

な対策を検討していくというお話がありましたの

で、ここのところをお聞きしたいというふうに思

います。 

 交通局で早速、駅業務の省力化の具体の取組と

して、ＡＩを活用した遺失物管理システム、落と

し物クラウドＦｉｎｄというふうに呼ばれますけ

れども、こういったものやアバターによる多言語

案内サービス、これをＡＩさくらさんというふう

にいいますが、これを導入したというところでご

ざいます。 

 そこで、これらの取組が、省力化といったもの

にどのように寄与しているのか、確認をみたいと

いうふうに思いますので、質問でありますが、Ａ

Ｉを活用した遺失物を管理するシステムのほうで

ございますが、まず、こちらのほうについては導

入後どのような効果があったのか、伺いたいと思

います。 

●白石事業管理部長  ＡＩを活用した遺失物管

理システムについて、お答えをしたいと思いま

す。 

 遺失物のよりスムーズな返却やお問合せ対応な

どお客様サービスの向上を目指しまして、ＬＩＮ

Ｅでお問合せができる、落とし物クラウドＦｉｎ

ｄを、今年１月６日から導入したところでござい

ます。 

 このシステムでは、駅員が遺失物を写真撮影す

ることにより、その特徴などの情報をＡＩで瞬時

に登録できる機能がございまして、駅間でリアル

タイムに遺失物情報の共有が可能となっておりま

す。 

 このため、落とし物をされたお客様には、ＬＩ

ＮＥチャットでお気軽にお問合せができるメリッ

トがあるだけではなくて、スムーズな問合せ対応

や遺失物の早期返還といったサービスアップが、

可能となったところでございます。 

 また、駅員におきましても、手書きによる遺失

物の登録作業の手間が不要となったほか、携帯電

話の落とし物など、早急に対応が求められる場合
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におきましても、システム上で速やかに遺失物情

報を検索できるため、他の駅への電話確認が不要

となりまして、業務負担の軽減が図られていると

考えております。 

●伴 良隆委員  私も落とし物を、忘れ物した

ことがありますけれども、駅員の方に連絡して探

していただいたんですけれども、ないので、

「もっと探しますか。」と言われたときに、「す

みません、もうこれ以上は大丈夫です。」と、気

持ちよく「分かりました。」と言って、諦めたこ

とありますけれども、こういうものがあれば、駅

の方々に業務の負担にならないかなというふうに

思いますし、探すほうとしても非常に便利だなと

いうふうにお聞きしていたところでございます。 

 それでは、先ほどのＡＩさくらさんのほうを伺

いたいというふうに思います。 

 ＡＩ案内サービスの導入後の効果について伺い

ますが、ＡＩを活用した多言語案内サービスにつ

いて、どのような効果があったのか伺います。 

●山田高速電車部長  ＡＩを活用した多言語案

内サービス導入後の効果について、お答えいたし

ます。 

 コロナ後、インバウンドも含めまして、地下鉄

乗客数の急速な回復に伴いまして、乗換え案内や

ホテル、観光地へのアクセスなど、多様な問合せ

が増えております。 

 こうしたことを背景にいたしまして、顧客サー

ビスの充実を図るため、アバター形式の多言語案

内サービスであるＡＩさくらさんを、令和６年12

月から、すすきの駅に試行導入したところでござ

います。 

 このサービスにつきましては、４か国語、５言

語に対応しておりまして、タッチパネルでの案内

のほか、音声による問合せにも対応しておりま

す。 

 サービス導入後の効果につきましては、２月末

までに合計6,700件余りのご利用がございまし

て、うちインバウンドは２割程度を占めておりま

した。 

 主な問合せといたしましては、ＪＲの駅や空港

へのアクセス、コインロッカーの案内など、札幌

に不慣れなインバウンド対応の品質向上につな

がったと考えております。 

 また、駅員へのアンケートを行ったところ、こ

れまでインバウンドの対応は、翻訳機などを使っ

て案内をしておりましたが、対応に時間がかかっ

ておりました。ＡＩ案内サービス導入後は、約７

割の駅員が業務が軽減されたと回答しておりまし

て、駅業務の省力化にも一定の効果が見られると

考えております。 

●伴 良隆委員  駅員の方は、私は、心の内で

は駅のコンシェルジュというふうに思っておりま

して、何でも聞けば助かるなと思う意味では、私

は個人的には人が好きです。しかし、先ほどの効

果というとこでお話あったように、何でもかんで

も聞けばいいというものではないんですけれど

も、こういったＡＩなんかも活用すれば、よりお

互い効率効果的になるのかなというふうに思いま

す。 

 駅員の方に、すすきのでおいしい焼き肉はあり

ますかと言ったら、答えてくれるのかどうかは分

かりませんけれども、そういう意味では、このＡ

Ｉというものが果たしてどうかというものはさて

おき、非常に利便性は高まっているものなのかな

と。ただ、本当に人というものはいなくなってい

いのかなという部分、先ほどのように、私的には

非常にちょっと寂しさの部分もあるわけでありま

す。 

 そこで、伺いたいと思いますけれども、省力化

の必要性ということについて、どのように認識さ

れているのか、改めて伺いたいと思います。 

●山田高速電車部長  省力化の必要性につい

て、お答えいたします。 

 札幌市営地下鉄につきましては、開業時から自

動出改札装置及びそれと連動した料金計算など、

人を介さないシステムを導入したほか、ホーム柵

を早い段階から設置いたしまして、ワンマン化を

実施しているなど、常に省力化に努めてきたとこ
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ろでございます。 

 一方で、駅の業務につきましては、駅構内の監

視や遺失物の管理、急病人や運行障害などの異常

時の対応等の業務に加えまして、昨今のインバウ

ンドの増加に伴い、多言語対応が増加しているな

ど、駅員に求められる業務が多様化、複雑化して

おります。 

 近年の厳しい人手不足の状況におきましても、

多様化する社会ニーズの変化に対応いたしまし

て、安全で確実な輸送サービスを提供していくた

めには、不断の効率化や省力化の取組が重要であ

ると考えております。 

●伴 良隆委員  仕事に必要な尽力をというこ

とになろうかと思います。先ほど、業務が複雑化

されてるということもありましたので、そういっ

た意味でＡＩを使ったりとか、そういったことは

大事なのかなというふうに思っております。 

 聞き及ぶところによると、駅員の採用試験にお

いては、近年は、令和３年当時は、倍率が約3.2

倍ということで聞いておりましたけれども、今は

1.6倍まで、つまり倍率としては低くなっている

ということを聞いております。これを、いわゆる

人手不足感というふうに言いますが、私は駅員を

希望する方々が、こういう世の中においても、わ

ざわざ応募しに来ていただいている、少数精鋭の

1.6倍だという考え方を私は持つのであります。 

 なので、先ほどの路面電車のこともそうであり

ますし、今後駅業務のことに関しては、人手が不

足しているから、ＡＩなんだ、ＡＩをやっていく

ことによって楽になるんだみたいな短絡的な話で

はなくて、先ほどコンシェルジュと言いましたけ

れども、やっぱり駅員という方は、言ってみれば

我々の憧れの職業の一つですね。こういったもの

を、どうやって質を高めていくかといったこと

が、私は求められているというふうに思います。

そういう意味での省力化・効率化といったことが

大事なのかなというふうに、私は認識しておると

ころでございます。 

 そこで、今後のことについて伺いたいと思いま

すけれども、駅業務の省力化ということ、そうい

うことが大事だというのであれば、今後どのよう

にそれを取り組んでいくおつもりなのか、それを

確認させてください。 

●山田高速電車部長  駅業務省力化の今後の取

組について、お答えいたします。 

 交通局では、今後、駅業務のさらなる省力化に

向けまして、民間企業のノウハウを活用した検討

業務を予定しており、令和７年度予算案に2,200

万円を計上したところでございます。具体的に

は、駅業務一つ一つを確認の上、改善を要する事

項を抽出、分析する業務に加えて、窓口業務を遠

隔対応するシステムや、顔認証改札機など、他事

業者の先進事例や先端研究技術を調査し、取り組

むべき事項を整理することを目的としておりま

す。 

 この調査を踏まえまして、仕事の流れの改善や

新技術の活用なども含めて、駅業務のさらなる省

力化につなげてまいりたいと考えております。 

●伴 良隆委員  私も人手不足とか、もっと言

うと人口減少というふうに言われる時代ですね、

高齢化といっても70から75歳の方々、65から70の

働いている方々がどんどん増えています。非常に

いい世の中になってるなというふうには、僕は思

います。それは生きがいややりがい、体が動くう

ちは人の役に立ちたい、収入も含めてですね。こ

れは、世の中のトレンドだというふうに思いま

す。 

 しかしながら、人口減少を何とかしなきゃいけ

ないんだといっても、中長期的なものなので、手

の打ちようがなかなか難しい部分がある。よっ

て、今いる人をいかに大事にしていくか、そして

その生産性をいかに高めていくかということにな

るんだと思います。 

 ただ、それはちょっと上目線でもあるので、そ

れはその人にとっての生きがいとか、やりがいと

か、そして働きがいに結びつけていくということ

だというふうに思います。 

 よって、この単純業務というふうに言われるも
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のも含めて、それを割愛していくのはいいんです

けれども、どうやって質を高めていくのか。つま

り労働者の方々の働くというやりがいをどう作っ

ていくかと、これは極めて大事な話でございま

す。 

 そこで、提案して終えたいというふうに思いま

すけれども、この駅業務というふうに言われる、

私も詳しくまでは存じ上げないですけれども、い

ろいろとお話を聞いていると、確かにこれは、例

えば混雑時に、こっちを通ってください、あっち

を通ってくださいというふうなこともあります

ね。そして、ちょっと酔っ払ったお客様から、ど

こか、おいしいジンギスカンやを紹介してくれと

言われることも、あるかもしれません。でも、そ

ういうことを一生懸命、真摯に対応している駅員

の姿というものもとてもいいんですけれども、一

方で今みたいな省力化・効率化という話もござい

ますので、その能力のある方々、せっかくこの門

戸をたたいて、ぜひ働かせてくださいと言ってい

る方々に対して、どういう業務をお願いしていく

かというときに、先ほど遠隔管理監視システムと

いうのがありました。今、本当に人の動きでエ

マージェンシー、緊急というものが察知できるよ

うなこともございます。人であるからこそ、緊急

性とか、それから災害に対応できるというのが、

今後の必要な、人としての業務だというふうにも

言われます。 

 またエッセンシャルワーカーというものも、コ

ンピュータではなかなか代替できないというふう

にも言われます。 

 よって、駅業務を今後、そうやって省力化・効

率化していくのであれば、例えば様々な駅を遠隔

から監視をしながら、駅の入口から出口まで、そ

してホームも、そして車両が入ってくる瞬間も含

めて、ＡＩの感知も使いながら、そして目で、全

ての駅じゃないですけれども、何駅が担当してい

る駅業務員が対応していく。何か起きてないか、

何かお困りはないかと、こうやってやっていく。

そして24時間体制って、これすごく大切なことだ

というふうに思います。 

 私もこの前、山田一郎議員と広島の水道のほう

を見させていただきました。本当に、駐車場の入

口から水道の流れまで、全部監視しているんです

ね、目が離せない。その代わり、非常にやりがい

がある。緊張感もありますね。そういうことが、

例えばですけれども、今後は非常に大事なのかな

というふうに思いますし、地下鉄の自動運転とい

うふうなことも言われる時代でもございます。人

にとって何が大事な仕事なのか、どこにやりがい

を見いだしてもらうかと。そして、それ以外のも

のをどうやって、コンピュータ等を使いながら

やっていくかといったことに、皆さん方の安全運

行と事業の継続性、そしてサービスアップといっ

たものがあろうかというふうに思います。 

 引き続き、そういったことを注視しながら、こ

の駅業務を含めた、皆さん方の交通事業といった

ものを理解をし、支援をしてまいりたいというふ

うに思っていますので、どうかよろしくお願いい

たします。 

●森 基誉則委員  私からは、地下鉄に関した

もので大きく３つお聞きします。 

 それぞれ、地下鉄施設における老朽化対策につ

いて、そして地下鉄駅の防犯対策について、最後

は新たな乗車システムの検討についての、３項目

になります。 

 まずは、地下鉄施設の老朽化対策関連で、点検

や修繕に対する基本的な考え方についてから伺い

ます。 

 地下鉄南北線は、開業から50年以上が経過し、

本市地下鉄３路線の中では最も古く、近年経年に

よる影響が要因の一つと考えられる事案発生が、

相次いでいます。 

 2020年12月の、南北線北34条駅における地下連

絡通路の浸水をはじめ、去年10月には交通局が定

期的に行っている未明の巡回検査において、南北

線自衛隊前駅ホーム南端から約50メートル地点の

走行路面上に、剥離や亀裂が発見されました。 

 対応として、その日の午前中の便を運休し、応
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急措置に当たったという事案がありました。 

 また、同年11月、南北線さっぽろ駅ホームに

て、ガラス製防煙垂れ壁の落下事故が発生しまし

た。この日は、夕方から夜間にかけて運休する事

態になったことは、記憶に新しいところです。 

 幸い、これらの事案によりけが人は発生してい

ませんでしたが、多くの市民に不安や影響を与え

始めています。 

 地下鉄施設は、その構造物に様々な設備を設置

して構成されるものです。土木構造物について

は、規模が大きく、容易に更新や改修工事を行う

ことが難しいことは、土木工学の素人である私ど

もも理解できます。 

 しかし、駅施設は多くの利用者が行き交う場所

であるため、適時適切に点検や修繕等を実施し、

駅利用者の安全、安心を確保することが重要で

す。 

 そこで、最初の質問です。 

 地下鉄施設などの点検や修繕に対する基本的な

考え方について、伺います。 

●池田技術担当部長  地下鉄施設などの点検

や、修繕に対する基本的な考え方について、お答

えいたします。 

 地下鉄施設のうち、電力、信号通信、機械設

備、土木構造物などは関連法令に基づき、内部規

定類を定めた上で点検や検査を行い、基準を超え

る変化につきましては、速やかに適切な補修や部

品の交換等を実施してきております。 

 一方、今回落下した固定式の防煙垂れ壁や天

井、壁などの建築仕上げにつきましては、国の基

準などがないため、駅員の巡回時に、駅施設全般

の目視点検として行ってきました。 

 土木構造物につきましては、これまでの点検結

果などを踏まえ、部分的な補修により安全性を

保ってきたところでありますが、このたび、走行

路面の舗装部分につきまして、全面的な更新工事

に着手することとしたところであり、次年度以降

に実施する試験施工の結果を踏まえ、更新工事を

着実に進めてまいります。 

 また、さっぽろ駅で落下した防煙垂れ壁につき

ましては、既に軽量で安全な材料に更新したとこ

ろであり、同駅の残りの全ての防煙垂れ壁につき

ましても、年度内に同様の方針をする予定でござ

います。 

●森 基誉則委員  地下鉄施設全般の点検や修

繕に対する、法令に基づいた基本的な考え方とい

うのは分かりました。 

 一方で、今回落下した防煙垂れ壁や、天井、壁

などの建築仕上げなどについては、国の点検基準

がないということも理解しました。 

 さっぽろ駅では再発防止策として、既に軽量で

安全な材料に更新し対応済みということで、迅速

な対応に感謝するとともに、評価もさせていただ

きます。 

 しかし、先述のとおり、南北線は建設後、半世

紀以上が経過しています。同様の事故が起こらな

いとも限りません。 

 今後は、事故が発生してからの対応ではなく、

国の基準を超えた予防的な維持管理、つまり対症

療法ではなく、原因療法のような考え方も必要と

考えます。 

 そこで、質問です。 

 駅構内の建築仕上げなどの、維持管理の方向性

について伺います。 

●池田技術担当部長  駅構内の、建築仕上げの

維持管理の方向性について、お答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、駅構内の建築仕上げなど

につきましては、国の定める基準はございません

が、施設管理者としまして、利用者の安全を最大

限に確保すべきであると認識しております。 

そこで、防煙垂れ壁や天井、壁、地下鉄駅構

内で落下により危険を及ぼす恐れのある建築仕上

げなどにつきましては、他の鉄道事業者の事例や

建材メーカーの意見も聞きながら、点検手法や周

期、判断基準などを独自に策定する予定でござい

ます。 

 令和７年度は、策定した基準により、南北線の

２駅で試行的に点検を行い、令和８年度以降につ
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きましても、その実施状況により必要な改定を加

え、順次全駅に展開していく予定でございます。 

●森 基誉則委員  駅構内の、建築仕上げなど

の維持管理の方向性についても、承知しました。 

 ただ、やはり走行路面の改修工事については、

早期の工事着手と、その効果を最大化することが

重要であると考えます。そのためには、より効果

的かつ効率的な改修工事の方法などについて検討

し、市民や地下鉄利用者が安全、安心に利用でき

るよう、今後も着実に取り組んでほしいと強く要

望し、次の質問に移ります。 

 続いては、地下鉄駅の防犯対策についてです。 

 近年、他都市では、2021年の小田急線、京王線

の車内傷害事件のほか、今年は長野駅前で連続殺

傷事件が発生するなど、鉄道施設での防犯対策の

重要性は、ますます高まっています。 

 本市地下鉄においては、去年10月より車内防犯

カメラの設置が始まり、車内での犯罪抑止につな

がる取組として注目しています。 

 一方、我が会派の議員が先日、地下鉄駅で子ど

も連れの親子が他の乗客に絡まれているのを目撃

し、インターホンで駅員の助けを呼んだというこ

とがありました。このように、駅構内でトラブル

が発生した際に、仮に駅員が少ないと目が行き届

かないケースが懸念されます。 

 その対策として、駅構内の各所にカメラを設置

して監視していると聞いています。 

 そこで、質問です。 

 地下鉄駅構内におけるカメラの設置状況につい

て伺います。 

●山田高速電車部長  地下鉄駅構内における、

カメラの設置状況についてお答えいたします。 

 地下鉄駅につきましては、お客様の安全確保、

サービス向上の観点から、南北線開業当時から全

駅に監視カメラを設置し、今年度中に追加される

ものを含めますと、ホームとコンコースを合わせ

て857台設置されております。 

 設置したカメラにつきましては、駅における異

常有無の監視を目的とするため、録画機能を有し

ておりませんでしたが、平成17年にロンドンで、

公共交通機関に対する同時爆破テロが発生したこ

とによる国の要請を受けまして、ホームにつきま

しては、全駅に録画機能を備えたカメラを設置し

ております。 

 また、コンコースにつきましては、全国的に問

題視された駅員に対する暴力行為の抑止など、安

全体制強化の一つといたしまして、令和元年度か

ら録画機能付カメラの設置を開始しております。 

 現在、今年度中に追加されるものを含めます

と、地下鉄駅全49駅中31駅に、コンコースにおけ

る録画機能付カメラが設置されており、順次更新

を進めているところでございます。 

●森 基誉則委員  監視を目的とした駅構内の

カメラは、もう既に開業当初から全駅に設置され

ていて、その数857台ということで、あのカメラ

が本当に力強く、心強く思います。 

 ただ一方で、録画機能付のカメラはコンコース

のカメラで、未設置の駅があるということでし

た。これは正直、私はちょっと驚いたんですけれ

ども、カメラと録画というのはセットといいます

か、カメラで捉えたものは録画していた当たり前

だと考えていたので、むしろ録画機能がないカメ

ラを設置している状況が、ちょっとびっくりしま

した。確かに、ダミーカメラでも犯罪抑止力はあ

るようですから、録画機能がなくても当然無意味

ではありませんけれども、ただ、仏つくって魂入

れずといいますか、画竜点睛を欠いているような

状況ではないかなと思ってしまいます。 

 駅構内における録画機能付カメラは、有事の際

に発生当時の画像を確認することで、犯人の早期

検挙につながる、被害拡大防止につながるだけで

はなく、他の犯罪抑止にもつながるものでありま

す。全駅に早期設置することは、駅の防犯やテロ

対策としても非常に重要と考えます。 

 また、有事の際は、警察と協力した対応が不可

欠です。そのためにも、日頃から警察と連携を深

めておくことも、重要であると考えます。 

 そこで、質問です。 
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 駅構内コンコースの録画機能付カメラにおけ

る、今後の設置見通し及び警察との連携状況につ

いて伺います。 

●山田高速電車部長  録画機能付カメラの今後

の設置見通しと、警察との連携状況についてお答

えいたします。 

 コンコースにおける録画機能付カメラにつきま

しては、当初、令和11年度までに設置する計画で

ございましたが、コロナ禍で減少した利用者が急

速に回復し、駅の混雑度が高まってきていること

等を考慮いたしまして、可能な限り計画を前倒し

して、速やかに全駅へ設置したいと考えておりま

す。 

 また、警察との有事に備えた連携といたしまし

て、令和５年４月に、大通交流拠点で発生したな

た所持者による器物損壊事件を受けて、令和５年

８月と令和６年10月に警察と合同で、駅構内刃物

所持者を想定した対応訓練を実施したところでご

ざいます。 

 さらに、事件捜査への協力という点で、法令等

に適合した照会につきましては、駅構内の録画画

像記録の提供を行っておりますが、令和４年度は

56件、令和５年度は60件、今年度につきまして

は、２月末までに78件と年々提供件数が増えてい

る状況でございます。 

●森 基誉則委員  駅構内の録画機能付きカメ

ラの更新、可能な限りという力強いご発言ありが

とうございます。 

 確かに、できるだけ前倒しして実施していただ

きたいなということ、そして合同訓練とか画像提

供による捜査協力は既に実施しているよと、日頃

から警察との連携を深めていること、それぞれ理

解しました。 

 私としては、やはり近年、鉄道関係で様々な事

件、事故が発生していることから、市民が安心し

て地下鉄を利用できるよう、より強く取組を進め

ていただきたいと要望します。 

 例えば、警察との連携をさらに深めたり、駅員

による個別駅の監視だけではなく、別の場所で複

数の駅を同時監視し、必要に応じて警察へ通報も

行えるような手法、こういったことを検討するな

ど、さらなる取組を進めていってください。 

 では、最後は新たな乗車システムの検討につい

てです。 

 本市地下鉄の精算手段は、ＳＡＰＩＣＡが主流

であり、現時点で運用枚数が218万枚を超えたと

聞いています。精算手段の内訳は、そのＳＡＰＩ

ＣＡを含むＩＣカードが約９割、切符や１日乗車

券などの磁気乗車券が約１割の比率で、利用して

いるということでした。 

 一方で、本市の地下鉄においては、2025年度の

春からタッチ決済による乗車サービスの実証実験

を開始するとも聞きました。ただ、公共交通機関

の利用方法は、タッチ決済以外にもＱＲコードを

活用した乗車手段が全国的に増えてきています。 

 例えば、東急電鉄などの関東鉄道事業者や近畿

日本鉄道、南海電鉄などの関西鉄道事業者では、

１日乗車券や観光施設の割引をセットにした企画

券をモバイル端末上で購入し、ＱＲコードで乗車

サービス等を提供するという実証実験を行ってい

ます。 

 また、去年５月にはＪＲ東日本など、関東の鉄

道自動車８社が、磁気乗車券からＱＲコードを使

用した乗車券の置き換えを、2026年度末以降に実

施することを、そして去年12月には、ＪＲ東日本

が今後10年以内にＳｕｉｃａのセンターサーバー

化や、ウォークスルー改札などを検討していく方

針を発表しました。 

 そこで、最後の質問です。 

 このような全国各鉄道事業者の動きを踏まえる

と、本市地下鉄においても新たな乗車システムを

検討していくべきと考えますが、本市の見解を伺

います。 

●白石事業管理部長  新たな乗車システムの検

討状況につきまして、お答えをさせていただきま

す。 

 ＱＲコード乗車券ですとか、また料金計算や乗

車券の情報を一元的に管理するセンターサーバー
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化につきましては、全国的に導入に向けて動きが

ありますことから、交通局といたしましても、他

の公営交通事業者やＪＲさん、私鉄の事業者から

広く情報収集を行っているところでございます。 

 まず、各事業者が磁気乗車券からＱＲコード乗

車券への置き換えを検討する理由といたしまして

は、自動改札機の磁気券を読み取る構造が非常に

複雑なため、構造が簡単なＱＲコード乗車券の自

動改札機を導入することによりまして、更新やメ

ンテナンス費用の低減が図れることが、まず挙げ

られます。 

 また、磁気券は、機器の不具合による券詰まり

が起こりやすく、非接触処理のＱＲ乗車券の導入

によりまして、故障率の低減を図り、お客様がス

トレスなく駅をご利用いただくことや、駅員の対

応時間の縮減も期待できるところでございます。 

 さらには、金属を含む磁気券、裏が黒いやつで

すけれども、この磁気券、磁気層の分離・廃棄が

必要でありまして、一定の環境負荷がかかってお

りますことから、よりリサイクルが容易な用紙に

変更可能なＱＲ乗車券へ置き換えすることですと

か、そもそも紙を必要としないモバイル端末を

使ったＱＲ乗車券を利用することで、環境負荷に

ついても低減できると考えております。 

 次に、もう一つご質問がありましたセンター

サーバー化につきましては、多様な料金設定や、

他の事業者と連携したサービスなどが可能となる

ことですとか、さらには顔認証やウォークスルー

改札といったような、タッチをしないで改札を通

過できる、新たな乗車方法の実現にもつながりま

すことから、利便性の向上が期待できると考えて

おります。 

 これらの状況を踏まえまして、今後の乗車シス

テムに係る先行事例、先端技術について調査を行

うために、令和７年度予算に調査費用を計上した

ところでございます。本調査を行うことによっ

て、本市地下鉄の今後の乗車サービスやシステム

などの検討を進めて、利便性の向上や経営効率化

を図ってまいりたいと考えております。 

●森 基誉則委員  もう既に、かなりお調べに

なっているということで、利用者の利便性を高め

ることは乗車人員を増やすという観点からも、非

常に重要だと思います。そのためにも、まずは全

国の諸事例などについての調査を行い、今後を見

据えたより利便性の高い乗車システムの検討を進

めていただくよう、要望します。 

 加えて、次年度の駒岡清掃工場の本格稼働後に

は、代表質問で、石川副市長にもちょっとご答弁

いただきましたけれども、地下鉄３路線での使用

電力が100％脱炭素化されます。さらに、太陽光

発電の利用をはじめ、駅構内の照明もＬＥＤ化と

か、エレベーターの省電力化も進めています。 

 この流れに乗って、先ほど出ていた改札機です

けれども、改札機そのものの省電力化という観点

からも、考慮していただきたいなと思います。結

果、札幌の公共交通は、乗客にも環境にも寄り

添っていると、世界中の人が認めるような未来を

要望し、全ての質問を終えます。 

●熊谷誠一委員  私からは、地下鉄の車内防犯

カメラの設置状況について、お伺いいたします。 

 これまで、我が会派では地下鉄車内での迷惑行

為、主に痴漢による被害を訴えられる方々から、

その対策を求めるお声をいただいており、機会を

捉えて、その抑止効果が期待される地下鉄での車

内防犯カメラの設置を求めて、質疑を重ねてきた

ところでございます。 

 車内防犯カメラの設置については、令和３年に

小田急線や京王線で発生した刺傷放火事件など、

この年に相次いだ鉄道車内の傷害事件を受け、国

土交通省令により一定の輸送密度のある路線に義

務化されたところでございます。 

 本市の地下鉄は義務化の対象ではないものの、

痴漢や迷惑行為などの未然防止のため、令和６年

度から車内防犯カメラの設置を進める方針である

ことが示されました。 

 また、防犯カメラを設置した車両内にはステッ

カーを掲出するなど、地下鉄利用者に対して広く

周知するとのことでした。令和６年の10月には、
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東豊線の１編成に車内カメラを設置して試行運用

を開始し、多くの報道とともに、市民の反響も大

きかったものと推察いたします。 

 そこで質問ですが、試行期間中の取組状況と、

設置に関する市民や地下鉄利用者の声について、

お伺いいたします。 

●池田技術担当部長  試行期間中の取組状況

と、設置に関する市民や地下鉄利用者の声につい

てお答えいたします。 

 まず、試行期間中の取組についてですが、昨年

10月から試行運転を開始し、カメラの撮影範囲等

の検証において、おおむね良好な結果であったこ

とから、年明け１月下旬から２月上旬にかけて、

さらに２編成に設置し、令和６年度に予定してい

た東豊線車両の計３編成で、本格運用を開始した

ところでございます。 

 次に、利用者の声についてですが、車内防犯カ

メラを設置以降、設置の趣旨に賛成する意見や、

設置を早めてほしいといったご要望をいただいた

一方、一部設置に反対するご意見も寄せられてい

るところでございます。 

 全体的には、肯定的な意見が多く寄せられてお

り、交通局の安全への取組に対して、ご理解を得

ているものと認識しております。 

●熊谷誠一委員  計画どおり、令和６年度は東

豊線の車両計３編成で運用しているとのことでご

ざいました。 

 設置の趣旨に賛成する意見や、設置を早めてほ

しいといった要望があった一方、一部設置に反対

する意見も寄せられているとのことでございまし

た。全体的には肯定的な意見が多く寄せられて、

交通局の安全への取組に対して理解を得られてい

るとのことで、市民の声に応えられるよう、前倒

しして設置するよう努めていただきたいと思いま

す。 

 そこで、車内防犯カメラの今後の前倒しに向け

た設置計画について、伺いたいと思います。 

 具体的な計画として、東西線や東豊線では、令

和10年度までに既存の車両に設置し、南北線では

現在の5000形車両の更新に合わせて、新型車両に

設置する検討を進めるとのことでございました。 

 地下鉄車内の安全確保に大きく役立つことか

ら、なるべく早期に全ての車両に設置することが

望ましいと、かねてから考えていたところでござ

います。 

 そこで質問ですが、車内防犯カメラの今後の前

倒しに向けた設置計画について、お伺いいたしま

す。 

●池田技術担当部長  今後の、前倒しに向けた

設置計画について、お答えいたします。 

 これまで設置計画では、東西線や東豊線では令

和10年度までに既存の車両に設置し、南北線では

現在の5000形車両の更新に合わせて、令和12年度

以降に設置する方針としていたところでございま

す。 

 しかしながら、市議会を含めた各方面からの早

期設置のご意見があったことに加え、新型コロナ

の行動制限が緩和され、車内の混雑状況が顕著に

なってきたことなどを勘案し、東西線や東豊線へ

の設置を前倒しすることといたしました。 

 また、南北線につきましては、車両更新を待た

ずに現在の車両にも設置することとし、令和９年

度までに全ての車両に設置することといたしまし

た。 

 今後とも、市民や地下鉄利用者に安全、安心な

車内環境を提供できる取組を進めてまいります。 

●熊谷誠一委員  各方面から、早期設置の意見

があったことに加え、車内の混雑状況が顕著に

なってきたことなどを勘案し、東西線、東豊線へ

の設置を前倒しするとのことでございました。ま

た、南北線については、車両更新を待たずに現在

の車両に設置することとしたことは、大いに評価

できるものと思います。 

 利用者の安全安心を速やかに提供できるものと

して、今後も計画的に設置を進めていただきたい

と存じます。 

 最後に、要望を述べさせていただきます。 

 先般、会派として試行運用された地下鉄車内の
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防犯カメラを視察させていただきましたが、ほぼ

死角もなく、ステッカーも分かりやすく貼られて

いることを確認させていただきました。 

 車両内を見守り、犯罪抑止力に期待できるもの

と感じたところでございます。引き続き、車内犯

罪の未然防止対策として、抑止効果を最大限に発

揮させるために、市民や地下鉄利用者への丁寧な

周知に心がけ、計画どおりに設置を進めていただ

きたいと存じます。 

 また現在、南北線の車両更新に向けて、様々な

検討を進めていただいているところと思います。 

 南北線の新車両には、他の鉄道事業者の動向も

踏まえた最新の車内防犯カメラを設置するよう、

要望させていただきます。 

 また、令和３年９月には、駅構内で女性のス

カートを切り裂くという犯罪が、実は複数回発生

しておりますので、駅構内でもしっかりとした防

犯対策を講じていただきたいと存じます。 

 福岡市交通局では、防犯カメラの画像をＡＩを

活用して解析し、犯罪や迷惑行為を判別してア

ラートを出すと、そういった取組も試行実施して

いるところでございます。 

 そうした最新の技術も積極的に調査研究してい

ただいて、利用者の安全、安心に資するよう、取

組を進めていただきたいと存じます。 

 併せて、前にも要望させていただきましたけれ

ども、車内の冷房の設置や多目的スペースの拡充

の取組を進めていただき、そして検討していただ

き、市民からの期待に応えられる更新車両となる

ことを要望いたしまして、質問を終わらせていた

だきます。 

●あおいひろみ委員  私からは、路面電車運転

手の処遇改善と、交通局として検討している支援

について伺います。 

 最初の質問です。 

 路面電車運転手の処遇改善についてです。今

日、人口減少が進む日本の全産業にとって、人材

不足が喫緊の課題となっていることを踏まえ、さ

きの決算特別委員会において、我が会派からは、

路面電車運転手の処遇改善に向けた公社の取組に

ついて質問したところであります。 

 その後、多くの国内企業では、労働力不足が進

む中でも優秀な人材を確保するため、賃上げの動

きを活発化させており、労働組合との交渉も進ん

でいます。 

 連合も、2025年の春闘における賃上げ目標を

５％以上とするなど、給与引上げの勢いが加速し

ていくことが見込まれています。 

 このように、全国的な動きがある中で、札幌市

における路面電車運転手に目を向けますと、安定

的な人材確保のためには、やはり給与などの処遇

面での改善といった対策が、不可欠であると考え

ます。 

 交通局では、駅員など、公社職員の大半が従事

している地下鉄駅管理等業務の委託料予算に関し

て、昨今の大幅な賃金上昇等、市場環境が変化す

る中でも、業務を確実に実施するため、令和７年

度からの人件費の一層の適正化に向けた増額を

図ったと聞いています。 

 一方で、路面電車の運送事業は、公社の自主事

業であることから、路面電車運転士の処遇改善

は、公社の自主財源で賄う必要があるものと承知

しています。 

 そこで質問ですが、公社における路面電車運転

手の処遇改善に向けた検討の結果はどうなったの

か、伺います。 

●白石事業管理部長  路面電車運転手の処遇改

善について、お答えをいたします。 

 札幌市交通事業振興公社におきましては、乗車

料収入が好調に推移しております状況を踏まえま

して、人材獲得競争力の強化のため、委員のご質

問にもありました地下鉄駅員などと同様に、令和

７年４月から公社採用の路面電車運転手の基本給

を平均9.3％程度ベースアップさせる予定と聞い

ております。 

 この基本給の引上げによりまして、路面電車運

転手の平均年収は460万円程度から500万円程度と

なります。初任給水準も、同業他社とほぼ同等に
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なる見込みでございます。 

 こうした給与処遇の見直しと併せて、転勤がな

いというような公社の優位性も打ち出して、採用

活動を強化してまいりたいと考えております。 

 また、貸切り運行の休止を行っておりますよう

に、現時点でも運転手の欠員状況が続いておりま

して、休日勤務や時間外勤務が恒常的に発生し

て、運転手に負荷がかかっている状況でございま

す。 

 このような状況を踏まえますと、やはり従前の

ような運行ダイヤを維持することが難しくなって

おりますことから、５月から実施する夏ダイヤを

編成するに当たりましては、さらなるダイヤの見

直しを検討中でございまして、運転手の休日勤務

等を縮減して、負担の軽減を図ってまいりたいと

考えております。 

 新年度に向けては、こういった処遇改善の取組

をまずしっかりＰＲして、運転手の人材確保につ

ながりますよう、公社と緊密に連携をして取り組

んでまいりたいと考えております。 

●あおいひろみ委員  9.3％の給与上昇は、働

くモチベーションもアップするかと思いますが、

実際の勤務状況を見ますと、人員不足による時間

外勤務が重なり、お休みが週に１回など、連続勤

務で疲弊しているとも聞いています。 

 今月も運転士の退職が３名と、離職が続く状況

に歯止めがかかっておらず、このままでは貸切り

電車の再開もままなりません。 

 そうした中で、運行ダイヤの一部見直しを図る

とのことでありますが、市民の足を守るために

も、処遇の改善に向けた取組を早急に講じていた

だきたいと思います。 

 加えて、路面電車の運転手に乗務手当等の資格

手当を付与することも、検討すべきと考えます。

駅務職員と運転手の給与が同じならば、精神的に

負担のかかる運転手を辞めたくなるのも当然で

す。まず、今在籍している運転手が、少なくとも

もう辞めることのないよう、交通局としても積極

的に関わっていただきたいと思います。 

 二つ目の質問です。交通局として、検討してい

る支援についてです。 

 この点については、私からさきの決算特別委員

会において、持続可能な公共交通ネットワークを

構築していくため、公社に対して新たな支援を、

交通局において検討していただきたいと要望させ

ていただいたところです。 

 先ほども申し上げたとおり、路面電車の運送事

業は公社の自主事業であることから、交通局から

の直接な財政的支援が難しいことは承知している

ところですが、間接的な支援は可能であり、出資

者としての立場からも、何らかの支援を行うべき

と考えます。 

 路面電車は、市民はもちろん、日頃から路面電

車を利用している沿線住民にとって、なくてはな

らない存在であり、昨今は札幌を訪れるインバウ

ンドの方にとっても欠かせない存在となっている

ことから、路面電車を維持、継承していくことは

当然ながら、不可欠であると考えます。 

 そこで質問ですが、現在の職員採用が厳しい状

況を踏まえ、交通局として公社に対し、どのよう

な支援を検討しているのか伺います。 

●白石事業管理部長  交通局として検討してい

る、公社への支援についてお答えをいたします。 

 交通局では、施設整備を通じた働きやすい環境

整備のほか、公社における職員採用が厳しい状況

に鑑みまして、これまでも様々な支援策を講じて

きたところでございます。 

 例えば、公社において追加採用した運転手の養

成に柔軟に対応するために、交通局の教習所にお

いて臨時カリキュラムを編成して対応してきまし

たほか、公社と交通局による共同の取組といたし

まして、デジタルサイネージでの採用広告の掲載

など、新たな取組も実施してきたところでござい

ます。 

 また、外国人観光客の増加に伴いまして、運賃

支払いの対応に非常に時間を要して、運転手に負

荷がかかっている状況がございますため、料金収

受を早く簡単にできるタッチ決済の導入に要する
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経費を令和７年度予算に計上したところでござい

ます。 

 このほかにも、電車事業所等の全面改築による

労働環境の改善や、乗客の乗降介助の軽減に寄与

する新型低床車両を引き続き導入していくことに

よりまして、利便性の向上と運転手の負担軽減を

図っていくこととしております。 

 このようにソフト、ハード両面での取組を通じ

て、公社における人材の確保と定着に最大限協力

するなどして、交通局としても出資者としての責

務をしっかり果たしてまいりたいと考えておりま

す。 

●あおいひろみ委員  インバウンドの方で、小

銭がいくら足りないのか分からず、運転手さんに

伝えることに苦労しているのは、私も見たことが

あります。タッチ決済等で、スムーズに乗車業務

ができることで、運転手のストレスを一つでも減

らすことができるといいと思います。 

 最後に、要望です。 

 処遇改善や、支援策とともに大事なことは、働

く人が十分な休暇が取れ、背景にある家族も一緒

に路面電車に誇りを持てるような環境をつくって

いくことだと思います。 

 路面電車は、大正７年から市民の足として親し

まれてきた、歴史ある札幌市の財産であります。 

 これまで多くの人が関わり、通勤、通学、お買

物、観光を安全に目的地まで運んでくれる大切な

乗り物であり、先人の知恵がたくさん詰まって、

ここまでやってきました。 

 昨今の人手不足は、大変な状況ではあります

が、交通局の知恵を絞って守っていくことを全力

で考えていくことを要望して、私の質問を終わり

ます。 

●前川隆史委員  私からは２項目、地下鉄の経

営状況について、そして交通局の附帯事業につい

て、順次伺っていきたいと思います。 

 まずは、地下鉄の経営状況について伺いたいと

思います。 

 地下鉄の乗車人員は、令和２年度にコロナ禍で

大幅に落ち込みまして、その後、通勤・通学です

とか観光事業の増などによりまして徐々に増加を

して、令和５年度決算では、１日平均乗車人員が

59万7,000人まで回復をしております。令和７年

度予算の１日平均乗車人員は62万1,000人と、令

和元年度の62万人を上回る見込みとなっておりま

して、今後もさらなる増加が期待をできるところ

でございます。 

 コロナ禍のときに、乗車人員の質問を何度かさ

せていただきましたが、その際には、二度とこの

コロナ前の水準に戻ることはないという答弁をさ

れておりましたけれども、それはうれしい誤算と

いいますか、交通局の皆さんの安定した運行に取

り組まれている努力が、こうした結果に結びつい

てるのかなと思うところでもございます。 

 乗車人員のこうしたの回復に伴いまして、乗車

料収入も順調に伸びまして、令和７年度予算で

は、436億円と、こちらも令和元年度の415億円を

上回る見込みとなっております。 

 こうした結果、令和５年度には収益的収支で

100億円を超える黒字を計上しておりまして、最

大で4,000億円を超えていた累積欠損金も2,000億

円を下回るなど、今後の経営に明るい兆しが見え

てきていると感じるところでもございます。 

 そこで伺いますが、乗車人員及び乗車料収入に

ついての現状の評価と、今後の見通しについて、

どのようにお考えか伺います。 

●白石事業管理部長  地下鉄の乗車人員及び乗

車料収入の評価と、今後の見通しについてのご質

問について、お答えいたします。 

 まず、乗車人員と乗車料収入の評価でございま

すけれども、令和７年度予算の１日平均乗車人員

と乗車料収入につきましては、令和６年度の決算

見込み並みの62万1,000人、436億円を予定してお

ります。これは令和６年３月に改定をいたしまし

た経営計画の推計値を乗車人員で4.3％、乗車料

収入で3.1％上回っておりまして、良好な回復状

況と言えると考えております。 

 要因につきましては、コロナ禍の行動制限の解
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除による通勤や通学需要の回復に加えて、過去最

高を記録しております、訪日外国人旅行者の増加

なども影響していると考えているところでござい

ます。 

 次に、今後の見通しでございます。現時点で

は、今お答えしたとおり、良好な回復状況である

一方で、長期的には札幌市の人口、とりわけ通勤

通学需要を支える生産年齢人口の減少に伴って、

乗車人員、乗車料収入ともに減少していくものと

予想しておりまして、好調な状況であるものの今

後は予断を許さない状況ではあると考えておりま

す。 

●前川隆史委員  続いて、地下鉄事業の借金で

あります企業債、今後の投資について伺いたいと

思います。 

 地下鉄事業は、建設時に多額の借金が生じる特

性がございまして、企業債の残高については、平

成６年の東豊線豊水すすきの－福住間の開業に加

えて、東西線の琴似－宮の沢の間の建設を行って

いた平成10年頃がピークと伺っております。 

 その後、大幅な人員の削減ですとか、駅の全面

委託化等の経営努力によって、収支の改善に努め

て、ピークだった平成10年から25年以上経過した

現在では、企業債の償還も相当進んでいると、こ

のように思うところでございます。 

 今後も、企業債の償還が発行を上回り、残高の

減少が続けば、約半世紀ぶりに2,000億円を下回

ることが見込まれまして、利用者のサービスアッ

プにつながる新たな投資への期待も、膨らんでく

るところでございます。 

 そこで伺いますが、現在の企業債の状況と、今

後どのようなことに投資をしていくお考え、予定

なのか、伺いたいと思います。 

●白石事業管理部長  企業債の状況と、今後の

投資についてお答えをいたします。 

 まず、企業債の状況でございますが、委員のお

見込みのとおり、企業債全体の残高につきまして

は、平成10年度の5,170億円をピークに、令和５

年度決算では2,112億円まで減少いたしまして、

当面は減少基調が続く見込みでございます。 

 一方で、老朽化した施設、車両の更新ですと

か、今工事を行っております南北線さっぽろ駅の

ホーム増設などの大型事業が続いていくこと、ま

たコロナ禍におきまして、資金不足に着目をして

発行いたしました特別減収対策企業債、こちらの

残高がまだ179億円残っておりまして、こちらの

償還を控えておりますことから、企業債の残高に

ついては、将来的に過度な負担が残らないよう

に、注視していくことが必要と認識しておりま

す。 

 続きまして、今後の投資についてでございま

す。開業して50年以上が経過する南北線の車両基

地ですとか、こちらの更新やシェルターの耐震化

をはじめ、安全、安心を維持するための投資に、

まずは最大限注力してまいりたいと考えておりま

す。 

 加えて、サービスアップですとか、新技術に対

応するために、新たな乗車システムの導入や、駅

業務の省力化など、経営の効率化とお客様の利便

性向上が期待できる投資にも、しっかりと取り組

んでまいりたいと考えております。 

●前川隆史委員  いろいろ今後、お金のかかる

こともたくさんあるようでございますけれども、

とはいえ企業債2,000億円が下回る瞬間も少し見

えてきたということで、そういう時代が来るとは

思っておりませんでしたけれども、少しうれしく

思っているところでございます。しっかりまた今

後の経営力の強化に向けて取り組んでいただきた

いと、このように思うところでございます。 

 では、次の質問に移りたいと思います。 

 交通局の附帯事業について、伺いたいと思いま

す。 

 まずは、附帯事業の中でも特に収入構成比の高

い、広告事業について伺いたいと思います。 

 これからの少子高齢化や環境意識の高まりに伴

いまして、本市の地下鉄事業のサービスを維持し

ていくことは、今後ますます重要性が高まってま

いります。その中で、この附帯事業については、
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長期的には減少が見込まれる乗車料収入を補う収

入源として重要でございまして、我が会派では事

業の取組状況ですとか、進捗について継続的にや

り取りをさせていただいてまいりました。 

 特に附帯収入のうち大きな割合を占める広告料

収入について、これまでも委員会質疑をはじめ、

あらゆる機会を通じて、取組の強化を訴えさせて

いただいてまいりました。 

 さきの決算特別委員会で、我が会派から広告事

業の新しい取組である副駅名看板の広告の販売に

ついて質問を行っていただきまして、令和６年度

募集分の５駅全てに申込みがあったとの答弁があ

り、その後、全ての設置があったとも承知してお

ります。 

 また、それ以前の委員会においては、特にデジ

タルサイネージの販売状況について質問を行いま

して、令和５年度決算では、デジタルサイネージ

の広告料収入が初めて１億円を超えたという、好

調な収入状況であるとのご報告、ご答弁もいただ

いたところもございます。 

 本州、特に首都圏においては、駅や車両での広

告が、ほとんどデジタル化している状況を考えま

すと、本市においても広告料収入の増収を図るべ

く、デジタルサイネージの拡大について、さらに

検討を進めていかなきゃいけないのではないか

と、このように思うところでございます。 

 そこで伺いますが、令和７年度の副駅名看板広

告の取組、それとデジタルサイネージの今後の展

開について、お伺いしたいと思います。 

●白石事業管理部長  広告事業についてのご質

問いただきました、副駅名看板広告の取組とデジ

タルサイネージの今後の展開について、お答えを

いたします。 

 広告ですとか、駅ナカ事業などの附帯事業は交

通局が持つ資産を有効に活用して、収入に結びつ

けることが可能でありますことから、市営交通の

経営上、大変重要であると考えております。 

 まず、副駅名看板広告につきましては、令和７

年度は対象駅を10駅程度拡大し、令和７年６月と

12月掲出開始分の２期に分けて、販売を行う予定

としております。 

 このうち、現在、令和７年６月掲出開始分の７

駅の募集を既にしておりまして、２月末までの事

前審査で、既に５駅のお問合せをいただいており

ます。今後、今月末まで受け付けを行っていると

ころでございますので、注視してまいりたいと考

えております。 

 副駅名看板広告は、広告主さんからも大変好評

でありますことから、引き続き対象駅の拡大を検

討するほか、情報発信を着実に行って販売促進に

つなげてまいりたいと考えております。 

 次に、デジタルサイネージの今後の展開につい

てでございますが、デジタルサイネージは一定の

初期投資や運用費用が必要なことから、費用対効

果が見込める場合は増設を検討しているところで

ございます。 

 今後の増設につきましては、現在、工事を行っ

ている南北線さっぽろ駅のホーム拡張工事に合わ

せて改修される地下１階のコンコースに、令和９

年度に設置をする予定でございまして、現在、関

係部署と調整を行っているところでございます。 

 また、令和７年度には大通駅のデジタルサイ

ネージ、ＳＡＰＰＯＲＯ ＳＮＯＷ ＶＩＳＩＯ

Ｎですけれども、こちらを設置して10年を迎えま

すことから、こちらのキャンペーンも予定してお

りまして、ハードソフト両面で増収に向けて取り

組んでまいりたいと考えております。 

●前川隆史委員  副駅名については、今年度、

10駅拡大したいと、このようなお話でございまし

た。２期に分けて募集していきたいと、こんなお

話でございます。 

 また、デジタルサイネージも、さっぽろ駅の地

下１階に追加される考えだと、あと令和９年度に

も、またいろいろ思惑がある様子でございますの

で、しっかりお願いしたいと思います。しっかり

コロナが収束して、広告料収入も回復傾向にあり

ますので、新しい取組に果敢にチャレンジしてい

ただきたいと、このように思います。 



 

- 235 - 

 次に、駅ナカ事業について伺いたいと思いま

す。 

 交通局では、令和６年度においては、駅構内の

空きスペースの有効活用のため、プリンの専門店

ですとか、お弁当屋さんをはじめとした店舗や、

自動販売機の設置に加えて、ワゴン型販売区画の

誘致の促進を行っておりまして、出店につなげて

いるようでございます。 

 ワゴン型売店につきましては、昨年の決算特別

委員会において質問させていただいて、賃料の４

割減額ですとか、出店を行う際の最低期間を１週

間に緩和した出店キャンペーンの実施によりまし

て、10件を超える出店があったとのことでござい

ました。 

 自動販売機については、新たに飲料以外の、サ

ンドイッチや食品を販売する自動販売機を複数駅

に設置して、ＳＮＳでも話題になったと伺ってい

るところでございます。 

 そこで伺いますが、飲料以外の自動販売機の設

置状況と今後の展開について、お伺いしたいと思

います。 

●白石事業管理部長  飲料以外の自動販売機に

ついて、お答えをいたします。 

 飲料以外の自動販売機は、昨年11月から今年３

月までの間、サンドイッチなどの食品の自動販売

機を３駅各１か所に設置をしておりまして、売上

は好調と聞いております。 

 新たな自動販売機の設置情報は、交通局の公式

Ｘで発信をしておりますけれども、南郷18丁目駅

のサンドイッチ自動販売機の設置の投稿を行った

際には、そのＸで７万件以上の閲覧があるなど、

一定の注目を得ているところでございます。 

 設置にかかる費用が高額で、かつ販売員の常駐

が必要な店舗の出店と比較しまして、自動販売機

の展開は、設置への敷居が低いことが利点である

ことに加えて、中小事業者の方の出店機会の創出

ですとか、飲料販売に限らずに、多様な商品の販

売が可能となっていると考えております。 

 今後とも、多くの駅で、多様な種類の自動販売

機の設置につながりますよう、引き続き、事業者

に働きかけるなどしまして、増収に向けた取組を

進めてまいりたいと考えております。 

●前川隆史委員  南郷18丁目駅に設置したもの

をＸで報告したら、７万件ですか。私のＸが20件

ぐらいなので、どれほど注目されているかと肌身

で感じるわけでございますけれども。でも、やは

りこの人流のあるところに、こうした人手のかか

らない販売方法でやっていくというのは、交通局

の一つの強みであると思いますので、ぜひ今後も

しっかりやっていただきたいなと、このように思

うところでございます。 

 ともあれ、この地下鉄駅構内は、繰り返しにな

りますけれども、人が非常に多く集まりますの

で、この優位性を十分に発揮していただきたいと

思います。 

 これまでも稼ぐ力、石川副市長とも何度も稼ぐ

稼ぐ、稼ぐという、金もうけの話ばかり、繰り返

ししてまいりましたけれども、稼げるということ

は、やはりこの持続可能な地下鉄になっていくと

いうことでもあると思いますので、その点にしっ

かり今後も力を入れていただいて、公営企業とは

思えないような、民間企業に限りなく近い、攻め

の経営をしていただくことをお願いして、私の質

問を終わります。 

●丸山秀樹委員  私からは、交通局における

タッチ決済の導入についてと、交通局本局庁舎及

び教習場の大規模改修について、この２点につい

て質問をさせていただきたいと思います。 

 最初に、交通局におけるタッチ決済の導入につ

いてから、質問させていただきます。 

 地下鉄におけるタッチ決済による乗車サービス

の実証実験についてから、質問させていただきた

いと思いますが。 

 私は令和５年12月11日、経済観光委員会におき

まして、この地下鉄におけるクレジットカード等

を用いたタッチ決済による乗車サービスについ

て、質問をさせていただいたところでございま

す。 
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 その中で、タッチ決済などの乗車方法は、イン

バウンドをはじめとする利用者の利便性向上や、

地下鉄の利用促進にもつながると考えており、そ

の導入の必要性について認識しているという答弁

をいただいたところでございます。 

 また、そのときの委員会では、札幌市が設置し

ております札幌ＤＸラボに対する企業提案があっ

たというようなお話もございましたし、デジタル

戦略推進局とも連携し、そこで得た情報をしっか

り反映させていただくとともに、タッチ決済に係

る実証実験の実施時期や規模など、具体的な検討

を始めたいとの答弁もいただいたところでござい

ました。 

 その後、昨年６月には本市地下鉄において、今

年の春にタッチ決済による乗車サービス実証実験

を開始するということが発表されておりまして、

全国的には、昨年４月に福岡市営と神戸市営地下

鉄が本格導入を、また12月には横浜市営地下鉄と

都営地下鉄線で実証実験を始めており、公営地下

鉄において、タッチ決済の導入や実証実験を行う

事業者が増えているところでございます。 

 そこで質問でありますが、本市地下鉄の実証実

験の内容、開始時期及び期待する効果についてお

伺いをしたいと思います。 

●白石事業管理部長  本市地下鉄のタッチ決済

の実証実験の内容と開始時期、期待する効果につ

きましてお答えをいたします。 

 まず、実証実験の内容につきましては、地下鉄

全駅の全改札口、計93か所の１通路に専用のリー

ダーを設置しまして、タッチ決済対応のクレジッ

トカードなどで、地下鉄の乗車サービスを提供す

るものでございます。 

 専用リーダーについては、荷物の多い観光客の

方ですとか、車椅子の方にも配慮して、通路幅が

広い改札機に優先して、各駅順次設置を進めてお

ります。 

 サービス開始は４月下旬を予定しております

が、開始日や提供サービスの詳細につきまして

は、現在、関係者と最終調整を行っているところ

でございまして、開始日近くに周知をさせていた

だく予定でございます。 

 次に、期待する効果でございますが、本サービ

スの導入によって、インバウンドの方などの観光

客の利便性向上や、切符購入の減少に伴う駅員の

問合せ対応の負担軽減などの効果も期待できると

ころでございます。 

 本実証実験によって、タッチ決済の利用者数や

その推移、乗降した駅の頻度などについて分析を

行って、本格導入について、具体的に検討してま

いりたいと考えております。 

●丸山秀樹委員  全46駅で93か所というお話が

ございました。４月下旬を目指すというお話で

あったというふうに思います。 

 続いてですが、今度は路面電車におきますタッ

チ決済についても、ちょっと伺いたいと思いま

す。 

 今、この地下鉄におけるタッチ決済による乗車

サービスについては、実証実験で検証した上で本

格導入を図っていくというお話でございました

が、先月、日本政府観光局が、１月の訪日外国客

数が約378万人になったと、過去最高で大幅に更

新したという報道があったところであります。 

 今後、観光などによる来札客が増加していくこ

とが考えられ、このタッチ決済などのキャッシュ

レス決済のニーズは高まっていくものというふう

に考えます。まずは、タッチ決済のこの実証実験

の実施によって、その利用状況を、先ほど検証し

ていくというお話がありましたけども、しっかり

本格導入に向けて進めていただければと思うとこ

ろであります。 

 次に、この路面電車のことですが、札幌市令和

７年度軌道整備事業予算に、路面電車のタッチ決

済等に係る改修の予算が計上をされているところ

でございます。 

 路面電車の沿線には、札幌市の夜景を楽しむこ

とができる人気の観光スポットとして、藻岩山

ロープウェイがあり、インバウンドをはじめとし

た多くの観光客が、路面電車を利用しており、利
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便性の向上によるさらなる需要喚起が期待できる

ものと考えます。ついては、この路面電車におい

ても、タッチ決済による乗車サービスの必要性は

高いものと考えております。 

 また、全国を見ても、令和４年度の鹿児島市電

と熊本市電に加えて、先日、長崎の路面電車で

も、令和７年度にタッチ決済を導入するとの報道

があり、この路面電車においても、タッチ決済を

導入する事業者は増えてきているところでありま

す。 

 そこで質問ですが、このたびの路面電車のタッ

チ決済に係る予算について、どのような実施内容

であるのかお伺いいたします。 

●白石事業管理部長  路面電車のタッチ決済に

係る予算の実施内容につきまして、お答えをいた

します。 

 路面電車の整備につきましては、交通局が担っ

ておりますことから、タッチ決済の導入に向け

て、路面電車全車両の専用リーダーの設置費用を

令和７年度予算に計上しまして、タッチ決済対応

のクレジットカードなどで決済する乗車サービス

を提供する予定でございます。 

 機器の設置につきましては、令和７年度中に行

いまして、タッチ決済を使った具体的な乗車サー

ビス内容ですとか、実施時期につきましては、運

送事業者であります札幌市交通事業振興公社と、

検討を進めていく予定をしております。 

 路面電車においては、外国人観光客が現金の取

扱いにやはり不慣れだということもございまし

て、運賃を支払う際にも降車に時間を要すること

が多くて、混雑の一因にもなっておりますことか

ら、タッチ決済の導入によって、スムーズな乗降

が図られて、利便性が向上いたしますとともに、

乗務員の負担軽減や、路面電車の混雑緩和も期待

できると考えているところでございます。 

●丸山秀樹委員  今の答弁で、路面電車につい

ても、令和７年度中に専用リーダーというお話を

いただきました。 

 インバウンドなどの観光客の方々の降車がス

ムーズに行われるということは、乗降時の混雑緩

和にもつながり、ふだんから、この路面電車を利

用されている沿線の住民の方々の利便性の向上も

図られるものと考えます。 

 また、現金払いが少なくなると、降車時の対応

時間が短縮して、路面電車の乗務員の負担軽減も

見込まれると考えられますので、できるだけ早い

時期に、このタッチ決済の導入の準備を進めてい

ただくことを、求めさせていただきたいというよ

うに思います。 

 また、要望になりますが、先ほどの質疑にも少

し出ておりましたこのＱＲ事業につきましては、

私も令和５年12月の経済観光委員会で取り上げ

て、要望をさせていただいたところであります。 

 このＱＲコードの使用のほかに、大阪、熊本で

も顔パス認証の実証実験をスタートさせたという

事業者もいることについても、触れさせてもいた

だきました。 

 また、さらに最近は、ＧＰＳによる位置情報、

それを基にウォークスルー改札というものについ

ても検討している事業者もございます。 

 こういうことにつきましては、やはりこれまで

以上に、事業者の動きに対してアンテナを張って

いく必要があるものというように考えるところで

あります。 

 そうした意味では、どうか現場をよく知ってい

らっしゃる交通局の職員が、やはり現地へ行っ

て、現地で直に視察をして、その情報収集をしっ

かり行っていくこと、このことをまた改めて訴え

させていただきたい、求めさせていただきたいと

いうことを申し上げさせていただきまして、次の

質問に移らせていただきたいと思います。 

 次は、交通局本局庁舎及び教習所の大規模改修

について、質問をさせていただきます。 

 交通局は、市民生活にとって欠くことのできな

い、市営交通の運営という大変重要な役割を担っ

ており、その中核となる、厚別区大谷地にありま

す本局庁舎は、昭和57年、1982年の建築で、既に

40年以上を経過しており、長年にわたり使用され



 

- 238 - 

てきた建物でございます。 

 また、地下鉄運転手の養成を行う教習所は、同

じ敷地内の本局庁舎に隣接しており、同じく昭和

57年、1982年に建築されたものと伺っておりま

す。 

 しかしながら、この本局庁舎及び教習所につい

ては、近年、老朽化に伴う設備等の不具合が課題

となっているということを、先日伺うことができ

ました。長期的な視点で施設機能を維持していく

ためには、現状を正確に把握し、必要な対策を講

じていくことが求められると考えます。 

 そこで質問ですが、交通局本局庁舎及び教習所

の老朽化について、具体的にどのような不具合が

生じているのかを、まず伺いたいと思います。 

●白石事業管理部長  交通局本局庁舎及び教習

所の老朽化に伴って生じている不具合について、

お答えをいたします。 

 交通局本局庁舎及び教習所には、交通局職員、

現在、200名が勤務しているほか、社会福祉協議

会や東部市税事務所など、複数のテナントが入居

しております。 

 建物の耐震性能には問題はないものの、新線建

設後の厳しい経営状況による経営健全化を行って

まいりました結果、運行に関わる施設改修を優先

して、庁舎の改修を先送りにしてきたため、設備

系を中心に、老朽化が進んでいる状況でございま

す。 

 具体的には、空調設備の故障によって、風量調

整ができずに、室温管理に支障が生じているほ

か、過去には、冷暖房設備が故障して、スポット

クーラーや灯油ストーブを各階に設置するなどし

て、対応してきたところでございます。 

 また、故障により、給湯設備の運用を今現在、

停止しておりますため、小型電気温水器を庁舎内

各所に設置いたしまして対応しているほか、排水

管の閉塞によって、トイレづまりも頻発している

など、抜本的な改修が必要な状況となっておりま

す。 

●丸山秀樹委員  様々、交通局には言ってきた

ところもありますけれども、ここまでひどい状況

だったのかというのが正直なところでございまし

て、本当に冷房もスポットクーラーであったり、

給湯も使えないので、コロナ禍では本当大変だっ

たと思うんですけれども、小型温水器を導入させ

て何とかしのいでいたとか、トイレの排水が詰

まっているという大変厳しい状況、執務環境の改

善が求められるという状況にあったということを

伺うことができたところであります。 

 今後、この設備の維持管理にかかる負担は、さ

らに増していき、業務遂行に重大な支障が生じる

という懸念も否定できない、こうした状況にあっ

たと考えます。 

 こうした現状を踏まえて、交通局としては本局

庁舎及び教習所の大規模改修を進めるということ

になったということを認識します。 

 この大規模改修に係る経費については、令和７

年度の予算において、基本実施設計に係る経費と

して１億3,000万円が計上されているものと承知

をしております。 

 昨今、人手不足による人件費の高騰や資材価格

の高騰が続いているところでありますが、工事費

を含めた現時点での事業費を交通局ではどの程度

で見込んでいるのか、お伺いをいたします。 

●白石事業管理部長  大規模改修に係る事業費

について、お答えをいたします。 

 このたびの大規模改修は、建物の耐用年数を80

年程度と想定をして、設備系を中心とした抜本的

な改修となりますことから、事業費についても相

応の費用が見込まれております。 

 具体的には、基本実施設計に係る経費として、

令和７年度予算に計上しております１億3,000万

円に加えて、令和８年度以降の建築及び設備工事

に係る経費として、83億円程度を想定しておりま

すことから、現時点での事業費は、合わせて約85

億円を見込んでおります。 

 この事業費については、昨今の物価上昇率を加

味しておりますけれども、令和６年12月から着手

済みの基本設計業務におきまして、庁舎の現状、
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現況を整理して、改修項目を詳細に検討していく

中で、さらに精査してまいりたいと考えておりま

す。 

●丸山秀樹委員  想定している事業費は、現時

点で約85億円ということでありましたが、やはり

近年の物価上昇を考えると、85億円では収まらな

い可能性も考えられるのではないかと思うところ

であります。 

 いずれにいたしましても、大規模な改修工事で

あり、工事やそれに向けた準備に、相当な時間も

要するものと考えます。 

 先ほどご答弁をいただいたとおり、多くのテナ

ントも入店しているということを踏まえますと、

このような大規模かつ長期間の改修事業を、適時

適切に実施していくためには、事業スケジュール

が非常に重要であると考えます。 

 そこで質問ですが、大規模改修に係る今後のス

ケジュールはどのようになっているのか、お伺い

をいたします。 

●白石事業管理部長  大規模改修に係る今後の

スケジュールにつきまして、お答えをいたしま

す。 

 現在、実施中の基本設計に引き続いて、実施設

計を令和８年３月頃までに完了して、本格的な改

修工事を令和８年夏頃からの２年間で実施いたし

まして、令和10年夏頃の竣工を予定しておりま

す。入居しております各テナント様につきまして

は、改修工事に入る前の令和８年３月までをめど

に、それぞれ一時移転をしていただく予定でござ

います。 

 また、交通局につきましても、令和８年６月下

旬から７月上旬頃に、最近まで中央区役所が入居

しておりました大通西２丁目ビルへ一時移転をす

る予定でございまして、竣工までの２年間は、こ

の大通西２丁目ビルで勤務をして、改修工事完了

後は、大谷地へ再び移転する予定でございます。 

 なお、一時移転する各テナント様につきまして

も、全て再入居していただく予定であると伺って

おります。 

●丸山秀樹委員  令和８年６月から、中央区の

仮庁舎になっておりました大通西２丁目ビルに２

年間ほどいると。令和10年の夏頃には竣工して、

また大谷地に戻ってくるというお話だったという

ように思います。 

 最後に要望させていただきますが、私もよく交

通局の前は通っておりますが、外から見るのと、

中は随分様子が違うなということを、改めて今回

の質問の中でも理解させていただきましたし、こ

れまで本当に大変な環境の中で、職員の皆さんが

よく頑張ってこられたものだというふうに思いま

す。 

 今回の大規模改修を機に、職員の皆さんがその

能力を十分発揮できるような、適切な執務環境を

整えていただきたい、このように申し上げるとこ

ろであります。 

 また、通常業務への影響、これもやはり懸念さ

れるところでありますので、こうした影響が生じ

ないように、事業スケジュールについてはしっか

り管理し進めていただいて、移転してから２年後

となります令和10年夏には、改修されました厚別

大谷地に、元気に戻ってきていただきますことを

求めて、私の質問を終わります。 

●脇元繁之委員  私から、地下鉄の乗車料収入

の状況、交通事業の経営強化策、それと地下鉄駅

構内のスロープ設置の大きく３点について、お伺

いさせていただきます。 

 まず最初に、乗車料収入に関してであります。 

 昨年の決算特別委員会の場で、令和５年度にお

ける市営地下鉄３路線の乗車料収入についてお尋

ねしたところ、423億円と、前年度の385億円より

38億円、率にして9.9パーセントという大きな伸

びを示したとのことでした。 

 その理由としては、新型コロナウイルス感染症

の５類への移行をはじめ、外国人観光客の増加、

さらにはＳＡＰＩＣＡポイントの見直し効果もあ

るとのことでした。 

 この増加傾向を受けつつも、令和６年度予算で

は１日平均の輸送人員を59万6,000人と設定した
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上、乗車料収入については前年度決算並みの約

424億円と、やや控え目に見込んでいるところで

あります。 

 先ほども、前川委員の質疑にもありましたけれ

ども、令和７年度予算では輸送人員を対前年度予

算比で4.3パーセント増の62万1,000人を見込み、

乗車料収入は３パーセント増の436億円としてお

ります。予算対比で、12億5,100万の増加ですか

ら、決して小さい数字ではありません。 

 このことからすると、令和６年度も順調に業績

を伸ばしているのではないかと推察しているとこ

ろであります。 

 そこで質問です。令和６年度もかなり経過して

おりますので、地下鉄３線の路線別輸送人員と乗

車料収入の現段階での見込みを、まず教えていた

だきたいと思います。 

●白石事業管理部長  地下鉄３線の輸送人員

と、乗車料収入につきましてお答えをいたしま

す。 

 まず、地下鉄３線の令和６年４月から、現在集

計ができております12月までの９か月分になりま

すけれども、こちらの１日平均輸送人員は、南北

線が23万人で前年同期間比6.7パーセントの増、

東西線が24万6,000人で5.2パーセントの増、東豊

線が14万6,000人で5.5パーセントの増となってお

ります。 

 次に、乗車料収入についても、こちらも同様の

傾向でございまして、令和６年４月から12月まで

９か月分の累計で、南北線が111億円で前年同期

間比6.5パーセントの増、東西線が145億円で5.0

パーセントの増、東豊線が74億円で5.2パーセン

トの増となっております。 

 １月以降も同様の傾向が続けば、輸送人員、乗

車料収入ともに、前年度比５パーセント前後の増

加となり、令和６年度予算は上回る見込みでござ

います。 

●脇元繁之委員  今、昨年12月までの数値を教

えていただきましたが、地下鉄３線とも、輸送人

員は５パーセントから６パーセントの増加、そし

て乗車料収入も、これに比例するような形で伸び

ていることが分かりました。順調に推移すれば、

予算を上回ることも期待できるということですの

で、大変喜ばしい傾向だと、そういうふうに思っ

ております。 

 そこで、もう少し細かいところをお伺いしたい

のですが、一昨年の12月以来、市内のバス事業者

が深刻な運転手不足を受けて、減便や路線の見直

しをせざるを得なくなり、都心直行バスを地下鉄

駅などに接続するフィーダー輸送に切り替えたと

いう経緯がございます。 

 このバス路線の減便や、フィーダー輸送への転

換を含む路線の見直しは、市民にとって不便さや

運賃の負担感が増すことになりますので、決して

好ましい傾向とは言えませんが、地下鉄事業に

とっては、乗り継ぎ客が増えて、収入面について

は追い風となった側面もあるのではないかと推察

するところであります。 

 そこで質問です。このフィーダー輸送への転換

による地下鉄事業への影響を、交通局としてはど

のように捉えているのか。福住駅や麻生駅など、

状況も含めてお伺いしたいと思います。 

●白石事業管理部長  バスのフィーダー化の影

響につきまして、お答えをいたします。 

 一部バスの都心への直行の取止めによるバスの

フィーダー化でございますが、開始となった令和

５年12月から令和６年11月までの１年間におきま

す地下鉄全線の輸送人員は、前年同期間比で6.5

パーセントの増となっておりますところ、フィー

ダー化する路線の多い、例えば福住駅については

11.0パーセントの増となっておりまして、全線の

増加率を超えている状況でございます。 

 一方、福住駅と類似の条件であります麻生、平

岸、美園駅の増加率につきましては、全線の増加

率と同等またはそれを下回る水準となっておりま

す。 

 乗車人員の増加要因には、コロナ禍からの回復

に加えまして、降雪の状況ですとか、あと近隣施

設の開催イベントによる変動もありますことか
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ら、一概になかなか、推計が難しいところではご

ざいますが、特定の駅では一定程度フィーダー化

の影響もあるものと認識をしております。 

●脇元繁之委員  このところの地下鉄の輸送人

員が増加しているのは、やはりバス移送のフィー

ダー化が、一定程度影響しているものと受け止め

ているとの答弁でございました。 

 先ほども申し上げましたように、バス路線を地

下鉄駅に接続させるフィーダー輸送については、

地下鉄事業には追い風となっても、一方でバス事

業者の収入が減る要因となりますので、常々、公

共交通、とりわけバス路線の維持確保を訴えてい

る私としては、正直、複雑な心境にならざるを得

ないところでありますが、それはそれとして、引

き続き、収入の安定的な確保に努めていただきた

いと、そのことを求めて、次の質問に移ります。 

 質問の大きな２点目は、交通事業の経営強化策

についてであります。 

 交通局では、令和７年度における交通事業の経

営強化策として、将来にわたって安全な輸送サー

ビスを提供するため、乗車料収入だけではなく、

附帯事業収入を含めた財源の確保や経費節減に取

り組むということを、打ち出しておられます。 

 その交通事業に係る附帯事業収入としては、現

在、車内広告や駅広告を中心とした広告料収入が

メインとなっております。その一方で、軌道事

業、路面電車事業などの運行を担っている札幌市

交通事業振興公社では、地下鉄駅に設置されてい

るコインロッカーの管理運営や、パークアンドラ

イド駐車場の管理運営など、以前、交通局本体が

附帯事業として担っていた事業を引き継いで、今

日に至っているところであります。 

 そこで質問です。このうち、地下鉄の広告事業

については、広告媒体がスマートフォンなどに移

行しがちなことが影響して、やや苦戦していると

伺っておりますが、現状どのような取組を展開し

ておられるのか、お伺いします。 

●白石事業管理部長  広告事業の現状の取組に

ついて、お答えをいたします。 

 広告料収入は、令和７年度予算で約12億円と、

附帯事業収入全体の約４割を占める重要な収入で

ございます。 

 委員ご指摘のとおり、スマートフォン利用者な

どの増加などに伴いまして、車内の広告は落ち込

んでおります一方、デジタルサイネージなどの施

設広告が伸びておりまして、広告料収入全体を支

えているような状況でございます。 

 令和６年度の販売促進の取組といたしまして

は、車内の窓上ポスターの掲出枚数や掲出期間を

２倍とするなどの、車内・施設で５種類の販売促

進キャンペーンを実施したところ、キャンペーン

での申込みが2,000万円以上の収入となりました

ことから、一定の効果があったものと考えており

ます。 

 令和７年度は、この好調でありました令和６年

度に実施した車内広告販売促進キャンペーンに、

さらに中吊りポスターの販促企画などを追加する

などしまして、地下鉄広告の新規掲出促進や収入

の増加に、努めてまいりたいと考えております。 

●脇元繁之委員  広告料収入は、まさに今ご答

弁いただいたとおり、重要な収入であるわけです

ので、特に落ち込んでいる車内広告については、

引き続き、売上アップに努めていただきますよう

お願いします。 

 もう一点です。 

 先ほど、地下鉄駅構内におけるコインロッカー

事業について触れさせていただきました。この事

業については、外郭団体の交通事業振興公社が管

理運営を担っておりますが、近年、大きなスーツ

ケースを抱えた外国人観光客が、路線バスのみな

らず、地下鉄を利用されている場合も多く見受け

られるようになってまいりました。 

 コインロッカーには、大きさが小・大・特大の

３種類があるとのことでして、これは観光ＭＩＣ

Ｅ部門の担当者に伺った話ですが、さっぽろ駅な

どにおける特大のコインロッカーは、外国人観光

客にかなり使われているということでした。 

 こうした状況を耳にしますと、旅行者の利便性
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向上やオーバーツーリズム対策の観点からも、交

通局と公社が一体となって、さっぽろ駅や大通

駅、すすきの駅などの地下鉄主要駅でコインロッ

カーの大型化、併せて増設をもっと進めるべきだ

と思う次第であります。 

 そこで質問です。そのことが、ひいては地下鉄

乗車人員の増、乗車料収入の増にも寄与すること

になるのではないかと思いますが、ご見解をお聞

かせください。 

●白石事業管理部長  コインロッカーの大型化

につきまして、お答えをさせていただきます。 

 地下鉄のコインロッカーは、旅客の利便性向上

に加えまして、交通局の使用料収入、こちらの確

保もできますことから、交通局が行政財産使用許

可を行って、委員のご質問にもありましたとお

り、札幌市交通事業振興公社が収益事業として全

駅を一体的に実施しているものでございます。 

 公社では、コインロッカーの利用状況を調査い

たしまして、設置や大型化を既に検討しておりま

して、昨今の観光客増加を踏まえて、直近の２年

間で南北線すすきの駅やさっぽろ駅にて、大型の

コインロッカーを55口、増設したところでござい

ます。 

 外国人観光客が多く訪れる駅では、コインロッ

カーの回転率が高い傾向にありますことから、駅

に空きスペースがあれば、積極的に増設を検討す

る一方で、旅客の動線上、どうしてもスペースに

制限がある駅につきましては、更新の際に大型化

をしていくなど、公社と連携して対応してまいり

たいと考えております。 

●脇元繁之委員  空きスペースがある駅につい

ては、積極的に公社と連携して対応していくとい

うことでありました。 

 繰り返しになりますが、オーバーツーリズム対

策と地下鉄の乗車人員、乗車料収入の増という観

点から、回転率の問題もあるでしょうけれども、

可能な限り、大型コインロッカーの増設に努めて

いただきたい。 

 市民のために、先ほども前川委員からもありま

したけど、稼げるところは貪欲に稼いでいきた

い、そんなふうに私も思っておりますので、その

ことを強く要望させていただきたいと思います。 

 最後の質問となりますが、地下鉄駅構内のス

ロープ設置について、お伺いしたいと思います。 

 本年度から、交通局では、国土交通省が示すバ

リアフリー整備ガイドラインに基づいて、地下鉄

駅ホームと車両との段差と隙間を縮小するための

スロープ設置工事に取り組んでおられます。 

 計画では、今年度は東豊線の４駅で、来年度は

さっぽろ駅と大通駅をはじめ、地下鉄３線の24駅

で、そして、令和８年度に残りの21駅で工事を実

施し、全駅で設置完了させたいとのことでした。 

 ちなみに、これは今年度の４駅の設置以外は、

残りの駅への設置時期には計画がなかったため、

昨年の特別委員会にて、石川副市長に強く要望さ

せていただいたところ、限られた予算計画の中、

今年度と合わせ、３か年で全ての地下鉄駅に設置

することとなりました。 

 石川副市長と、ご尽力いただいた交通局の関係

者の皆様に、本当に迅速に対応していただいた

と、この場をお借りして感謝を申し上げたいと思

います。 

 実際に、東豊線のスロープ設置駅を見させてい

ただきました。東豊線は、各車両に車椅子スペー

スがありますし、４両編成ですので、４か所にス

ロープが設置されていましたが、計画段階の資料

で見せてもらっていたスロープの段差と比べ、意

外とフラットで、車椅子の人やベビーカーなど、

スムーズに乗り降りできるのかなと、そんなふう

に疑問に思った次第であります。 

 そこでお伺いいたします。一番最初に開業した

南北線は、車両とホームとの段差が大きいとして

おりますが、東豊線レベルのフラットなスロープ

で、果たして大丈夫なのかと思った次第ですが、

東豊線、南北線、東西線で段差や隙間の縮小方法

に違いがあるのかどうかについて、教えてくださ

い。 

●山田高速電車部長  東豊線、南北線、東西線
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の段差や隙間の縮小方法の違いについて、お答え

いたします。 

 国土交通省が示すバリアフリー整備ガイドライ

ンでは、車椅子を利用される方が駅員の介助なし

に、列車に単独で乗降しやすい環境とすることを

目的に、車両とホームの段差につきましては30ミ

リメートル以内、隙間につきましては直線部は70

ミリメートル以内、湾曲部ではできる限り小さく

するよう基準が設けられたところでございます。 

 札幌市営地下鉄につきましては、建設時期や車

両形式の違いによりまして南北線、東西線、東豊

線で、ホームと車両の段差等が異なる状況でござ

います。 

 こうしたことから、今後の設置に当たりまして

は、スロープの傾斜を変えるなど、国の基準に適

合させつつ、利用者が円滑に乗り降りしやすいよ

う配慮してまいりたいと考えているところでござ

います。 

●脇元繁之委員  やはり建設時期や車両形式の

違いによって、３線でホームと車両の隙間は異な

るということでありますが、これも傾斜を変える

などして、しっかりと基準に適合させていただけ

るということでありました。よろしくお願いいた

します。 

 これまで、車椅子利用者に対しては、駅員が車

両とホームとの間に板を設置して、駅員が乗り降

りを手助けする形で対応してきました。 

 そこで、東豊線の駅員に、スロープ設置によっ

て業務の負担が軽くなったのかどうかを、ちょっ

と尋ねてみました。これまでとあまり対応は変わ

らないとの返事が返ってきて、意外と思いまし

た。 

 そこで質問であります。せっかくスロープが設

置されたのに、業務負担はあまり変わらないとい

うことでしたが、どのような事情があるのか教え

ていただきたいと思います。 

●山田高速電車部長  駅員の業務負担につい

て、お答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、現行、車椅子を利用され

る方が地下鉄をご利用される際は、車両とホーム

に段差や隙間がありますことから、転倒などの事

故防止のため、駅員により乗降の介助を行ってお

ります。 

 スロープの設置につきましては、今年度、東豊

線４駅に設置いたしまして、その後、令和８年度

までに全駅に設置が完了する予定のため、それま

での間、乗車駅でスロープの設置が完了しており

ましても、降車駅ではスロープの設置がされてい

ないということが、生じる場合がございます。 

 こうした状況から、車椅子を利用される方が単

独で乗降して転倒することのないよう、令和８年

度に全駅にスロープが設置されるまでは、これま

で同様に、駅員に申出をしていただきまして、乗

降の介助をさせていただきたく考えております。 

 なお、スロープが全駅に設置された後でござい

ましても、申出がございましたら駅員による介助

の対応は、継続してまいりたいと考えているとこ

ろでございます。 

●脇元繁之委員  確かにスロープができたから

といって、それで事故が発生しないとは限りませ

んので、そこら辺は、駅員の皆さんにちょっと力

を借りて、まずは安全第一と、事故のないように

ということで、これからも申入れがあれば、申出

がなくても、見ていてもし介助が必要であればお

手伝いをしていただくような形で、まずはけがの

ないようにということでお願いをいたします。 

 駅構内におけるスロープの設置は好ましいこと

ですので、車椅子利用者をはじめ市民への周知を

図るべきと思いますが、乗車駅と降車駅の双方に

スロープが設置されていれば問題ないけれども、

まだ部分的にしか設置されていない状況では、従

来の駅員対応をせざるを得ず、なかなか声高にス

ロープができましたよとは言えない事情もあるの

かなとも今、思いました。 

 交通局にお聞きしたところ、スロープ設置に当

たっては、昨年４月と５月に入札を実施しようと

したところ、業者が来なかったため、入札不調に

陥り、再々度の入札でようやく受注業者が決ま
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り、その影響もあって工事開始が大幅に遅れたと

のことでありました。資材費や人件費の高騰がそ

の背景にあると思われますが、設計段階や発注時

期の工夫などによって、令和８年度の全駅スロー

プ設置完了を目指して頑張っていただきたい、そ

のことを強く求めて、私からの質問は終わりま

す。 

●かんの太一委員長  以上で、軌道整備事業会

計及び高速電車事業会計の質疑を終了いたしま

す。 

 ここで、およそ20分間、委員会を休憩いたしま

す。 

    ―――――――――――――― 

      休 憩 午後２時５１分 

      再 開 午後３時１５分 

    ―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  委員会を再開いたしま

す。 

 次に、第２款 総務費 第２項 市民生活費の

うち、スポーツ局関係分の質疑を行います。 

●山田一郎委員  私からは、大倉山ジャンプ競

技場等改修事業について、また、ウインタース

ポーツシティの実現に向けた今後の展望について

伺います。 

 まず、大倉山と宮の森ジャンプ競技場の改修に

ついて、我が会派では令和６年第４回定例市議会

の代表質問において、今後の進め方などについて

質問したところ、大倉山でのノーマルヒル併設に

向け、環境保全対策の検討を進めつつ、ラージヒ

ルについては2028年の公認期限に向け、令和７年

度より設計に着手するとの答弁があったところで

あります。このたび提出された予算案において

も、ラージヒルに係る調査設計費が計上されてい

るところであります。 

 これは、新たな大倉山へのリニューアルに向け

て着実に進んでいるものと受け止め、我が会派と

しても期待を寄せているところであります。 

 そこで、このラージヒルの着手に当たって、公

共工事としての品質確保の観点から伺います。 

 日本国内で、国際競技規則に適合するジャンプ

競技場の工事としては、過去の大倉山のほか、

1998年冬季五輪の舞台となった長野県白馬、毎年

女子ワールドカップの開催地となっている山形県

蔵王など、非常に例が少ない状況であります。 

 また、今回のラージヒル改修は2028年までとい

う期限が区切られている中で、世界水準のジャン

プ台を確実に完成させなければならないという、

時間的な制約がつくことから、非常に難易度の高

い工事になるものと思われます。いかにして公共

工事としての品質を担保していくか、幅広い検討

が必要であると考えます。 

 そこで質問ですが、こうした難易度が高い工事

を期限内に確実に完成させ、さらには高い品質を

担保していくためにどのような対策を考えられて

いるのか伺います。 

●久米田施設整備担当部長  大倉山ジャンプ競

技場改修に関しまして、難易度の高い工事の品質

の担保についてお答えいたします。 

 このたびのラージヒル改修に当たりましては、

工期的な期限があることや、事例の少ないジャン

プ競技場という特殊施設であることに加えまし

て、競技利用への影響を最小限に抑えつつ、急傾

斜かつ狭い敷地内での施工となるなど、非常に厳

しい施工条件下での工事になると認識しておりま

す。 

 このため、工事の発注方法として、今後行う実

施設計と並行して、施工候補者から技術提案を求

め、その内容を設計に反映させていくＥＣＩ方式

を国などでの先行導入の事例を踏まえ、札幌市と

して初めて適用を検討しております。 

 これにより、施工者独自の高度で専門的なノウ

ハウを設計段階から最大限活用し、このたびの難

易度の高いジャンプ競技場の工事のリスク軽減、

工期短縮、コスト縮減など、高い品質での設計施

工を担保してまいりたいと考えております。 

●山田一郎委員  ただいまの答弁ではＥＣＩ方

式、札幌市では、新しい初めての取組ということ

でありました。先ほど質問でもありましたが、
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2028年までに完成させなきゃいけない。ちょうど

最近のニュースでは、2038年で、新幹線が遅れた

とすごい札幌の市民の方ががっかりするようなも

のもありまして、やはり決まったところから後ろ

に下がってしまうと、どうしても落胆が防げない

というところもありますので、十分に国の事例

等、研究検証の上に効果が十分発揮できるように

取組をお願いしたいと思います。 

 一方で、昨今の物価高騰等の影響もあり、今回

の事業には、多額の事業費を要することが想定さ

れます。市民の関心も高い部分だと思いますが、

大倉山、宮の森両ジャンプ競技場ともに、ジャン

プ競技の振興や強化の面から、日本全体としても

重要な施設ではないかと思います。 

 そこで、二つ目の質問ですが、こうした施設の

性質を踏まえ、多額の事業費を市だけで賄うので

はなく、国にも支援を働きかけてはどうかと考え

ますが、見解を伺います。 

●久米田施設整備担当部長  多額の事業費に関

する国への働きかけについて、お答えいたしま

す。 

 大倉山ジャンプ競技場は、1972年大会に向け

て、国立として整備された経緯があることに加え

まして、現在、国内で唯一、ＦＩＳ公認を得てい

る施設であり、日本全体としても重要な役割を

担っていると認識しております。 

 また、併設を目指しているノーマルヒルについ

ても、世界トップレベルの選手の輩出を支える貴

重な施設であり、国内における選手の育成、強化

拠点として適切に機能維持していく必要がある

と、考えております。 

 今後は、こうした両ジャンプ競技場の役割や、

ＮＴＣ、ナショナルトレーニングセンターの競技

別強化拠点にも指定されていることなども踏ま

え、国などへ積極的な財政支援を求めてまいりた

いと考えています。 

●山田一郎委員  大倉山、宮の森ジャンプ競技

場というのは、やはり札幌で観光であったり、本

当に他の都府県から札幌に来たときに、どこに行

けばいいと言われたときには、やはり大倉山とい

うような形で、本当に急斜面を見たら、ここから

本当に飛んでいくのかというぐらいびっくりする

ようなところでありますので、これは本当に札幌

市の財産であると思いますし、オールジャパンの

財産でもあると思いますので、ぜひよろしくお願

いします。 

 さて、我が会派としてはこうした大倉山の整備

により、札幌が世界に誇る大倉山と宮の森の両

ジャンプ競技場について、将来にわたっても日本

国内のジャンプ競技を牽引し続けるということ

に、つなげていただきたいと考えております。 

 第２次まちづくり戦略ビジョンの基本目標の一

つに、世界屈指のウインタースポーツシティが掲

げられておりますが、その実現に向けては、ウイ

ンタースポーツ環境の維持、向上に取り組んでい

くことが必要であり、そのためには、今回の大倉

山の改修や、このたび計画を取りまとめた仮称新

スケート、カーリング場などの施設整備も欠かせ

ないものであると考えております。 

 また、札幌が世界から注目を集めるウインター

スポーツシティとなるためには、施設の整備と併

せて、様々な施策を幅広く展開していくことが必

要であると考えます。 

 そこで最後に、ぜひ石川副市長に伺います。 

 一部経歴を読みますが、石川副市長は平成27年

に観光文化局スポーツ担当局長に就任され、翌28

年には冬季オリンピック・パラリンピック及び国

際スポーツ大会招致の機能を強化するとともに、

障がい者スポーツの振興など、スポーツを通じた

まちづくりを総合的に推進するために、スポーツ

局が新設され、スポーツ局長に就任されました。 

 アジア冬季競技大会の開催、2030年冬季オリン

ピック、パラリンピックの招致活動など、札幌の

スポーツ行政の推進に尽力されてまいりました。 

 令和元年からは副市長として、ラグビーワール

ドカップや、東京2020でサッカーやマラソンの開

催にも関わり、持ち前の強いリーダーシップのも

と、札幌のスポーツの発展に大きな役割を果たし
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てまいりました。 

 本日は、大倉山ジャンプ競技場の質問をしたと

ころでありますが、本日、議案が提出されまし

て、石川副市長がご勇退されるというようなお話

も伺いましたが、これからの羽ばたいていく後輩

や札幌市の未来に向けて、札幌市が目指すウイン

タースポーツシティの姿はどのようなものか、ま

た、それをどのように目指していくお考えか、石

川副市長のお考えを伺って、私からの全ての質問

を終わります。 

●石川副市長  札幌市が目指すウインタース

ポーツシティの姿というご質問いただきました。

皆様ご存じのとおり、札幌市は、人口は197万人

という大都市であるにもかかわらず、周辺には豊

富な自然、そして何よりもこの恵まれた天然雪が

降るという環境という意味で、まずもって、環境

的に世界屈指のウインタースポーツシティの環境

を持ち合わせている、そんなまちだろうというふ

うに認識をしております。 

 先ほどのご質問にもありました、大倉山ジャン

プ競技場でありますが1972年、アジアで初めて開

催された冬季オリンピックにおける、当時は90

メートル級と言いましたけども、今ではラージヒ

ルのジャンプ競技場であり、また今ではこのラー

ジヒルとして、ＦＩＳが公認する唯一のシャン

ツェ、ジャンプ台になっておりまして、そんなこ

ともあり、札幌市では毎年、男子も女子もラージ

ヒルのワールドカップをＦＩＳによって開催され

るそんなまち、ジャンプ台であるということであ

ります。 

 今月も上旬に、宮様スキー国際大会というのが

開催されました。今年は第96回大会であります。

遡ること昭和５年、1930年、第１回の宮様国際大

会を開催した札幌市が、それと同時に大倉山シャ

ンツェというものを持ち合わせて、そこから96

回、宮様スキー大会を開催してきた。そんな自負

を持ってもいいまちだというふうに思っておりま

す。 

 このように、１世紀近くにわたって、先人たち

が脈々と築き上げてきたウインタースポーツに対

するレガシーというものを、今後とも大切にしな

がら守りながら、市民の誰もがウインタースポー

ツに慣れ親しみ、そしてシーズンを通して、様々

な大会やイベントが開催される。そして、国内外

を問わず、多くのウインタースポーツに関わる人

方が、世界中から集い、にぎわう。さらには、そ

の環境の中から、この北海道札幌からウインター

スポーツのアスリートが羽ばたくと。そのような

ウインタースポーツシティを、これからも目指し

て進んでいくべきだろうと、私は考えておりま

す。 

 そのためには、まずは札幌市民、北海道民、子

供の頃からスキーのみならずスケートも、最近で

はカーリングも含めたウインタースポーツに触れ

る機会の充実、そして、その中から、アスリート

を目指そうという夢見る、次なる世代のお子さん

たちをしっかりとサポートしていく。さらには、

その競技レベルを支える環境の整備はもちろん、

積極的な国際大会の誘致という、いわゆる競技大

会の誘致、イベントの開催も含めて、これからも

誘致に取り組んでいくことが、極めて重要になる

と思います。 

 今後とも、議会の皆様をはじめ、関係団体の皆

様、そして競技団体、市民の皆さんと様々な議論

をしながら、これから先も、世界に冠たるウイン

タースポーツシティ札幌を、後輩たちも含めて築

き上げていってほしいと、それが私の思いであり

ます。（拍手） 

●あおいひろみ委員  私からは、オリパラ招致

停止後のウインタースポーツの振興について、２

点質問いたします。 

 冬季オリンピック・パラリンピックの招致活動

の停止から、１年が経過しました。オリパラ招致

活動の事業の停止は、スポーツ局としても影響が

大きかったと思いますが、雪のまち札幌、ウイン

タースポーツシティ札幌は終わったわけではあり

ませんので、ウインタースポーツシティ札幌の魅

力を世界に広めていくための今年度の取組及び今
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後の取組について、お聞きしたいと思います。 

 冬季オリンピック・パラリンピックについて

は、2014年から10年間、招致活動を行ってきまし

たが、2023年に招致活動を停止することとなりま

した。 

 2024年２月に開催された冬季オリンピック・パ

ラリンピック調査特別委員会において、私から10

年間にわたる招致活動の総括、検証を踏まえた考

えについて質問したところでもあります。その

際、梅田スポーツ局長からは、招致活動に共に取

り組んできた関係団体の協力もいただきながら、

ウインタースポーツ文化の一層の醸成に取り組

み、世界に誇れるウインタースポーツシティ札幌

を市民の皆さんに実感していただくことで、将来

の大規模国際大会の誘致につなげてまいりたいと

の答弁があったところです。 

 また、その質疑の中で、雪のまち札幌の魅力

を、これからも世界に広めていただきたいと申し

上げていたところでもあります。 

 そこで質問ですが、ウインタースポーツシティ

札幌の魅力を世界に広めていくため、今年度、ど

のように取り組んできたのか、また今後どのよう

に取り組んでいくのか伺います。 

●中田推進担当部長  私からは、ウインタース

ポーツシティ札幌の魅力を世界に広めていくため

の今年度の取組及び今後の取組について、答弁い

たします。 

 札幌市においては、冬季の豊富な積雪や、自然

環境を生かしたウインタースポーツの大会が多く

開催されておりまして、スキージャンプ・ワール

ドカップやどうぎんカーリングクラシック、アジ

アリーグアイスホッケーなどの国際大会を毎年開

催しているところでございます。 

 また、今年度はパラ・ノルディックスキーアジ

アカップを2023年以来、２年ぶりに白旗山競技場

にて、この１月に開催したところでございまし

て、海外からも４か国11名の選手が出場し、お子

様をはじめ、多くの市民の方に観戦していただき

ました。 

 加えて、２月には、大和ハウスプレミストドー

ムで開催いたしましたＪＡＬさっぽろスノース

ポーツパークにおいて、シティクロスカントリー

競技大会や冬季競技体験イベントを、各競技団体

の協力を得ながら実施し、多くの方にウインター

スポーツの魅力に触れていただきました。 

 今後も様々な冬季競技の国際大会、例えば単一

種目で開催されるワールドカップや、複数種目で

開催されます世界選手権を段階的に開催すること

によりまして、大規模国際大会の開催運営能力を

維持するほか、雪に憧れを持って来訪される方々

にも、気軽に競技を体験できる機会を提供するこ

とで、より一層魅力あふれるウインタースポーツ

シティの実現を目指してまいります。 

●あおいひろみ委員  国際大会が開催されるこ

とにより、世界中に札幌の名が発信されること

は、スポーツ関係者のみならず、札幌に住む市民

にとっても、シビックプライドの醸成につながり

ます。引き続き、子供たちが楽しめるイベントや

国際大会の招致の両輪で取り組んでいただきたい

と思います。 

 次に、市民が気軽にウインタースポーツを楽し

むことができる今年度の取組と、その課題に対す

る来年度に向けた取組について伺います。 

 先ほど、世界屈指のウインタースポーツシティ

の実現を目指していくとのご答弁をいただきまし

たが、世界に目を向けると同時に、市民が冬の間

に触れるスポーツ事業を充実させることも重要か

と思います。 

 市民目線で捉えると、スキー場では、昨今の物

価高の影響もあり、リフト料金が値上がりしてい

たり、スキー学習においては、貸切バスの代金の

高騰が続き、保護者の負担が増加したりといった

課題も出てきているところであります。 

 札幌市では、スキーに触れるきっかけをつくる

ことを目的として、市内全小学生に対してスキー

リフト料金の助成券を配布し、助成券が利用可能

なスキー場も年々拡大しているところではありま

すが、一昔前のように、簡単にスキー場に行くこ
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とのできる社会環境ではなくなってきていると感

じます。 

 育ち盛りのお子さんに、スキー用具やウエアを

兄弟分買いそろえるのは、本当に難しい状況で

す。札幌＝スキーをする、させるのは当たり前と

いうことから少し離れて、より広い視野でウイン

タースポーツを考えていく転換期が来ているとす

れば、これはもしかしたら、いろんなウインター

スポーツに親しむチャンスなのかもしれません。 

 札幌というまちには、スキーだけではなく、ス

ケートやカーリング、藤野にはリュージュといっ

た競技が体験できる日本唯一の施設があります。 

 市内のいたるところでウインタースポーツを楽

しめるというすばらしい環境があることから、誰

もが気軽にウインタースポーツを楽しむことがで

きるような取組を、ソフト、ハードの両面から進

めていくことが、世界屈指のウインタースポーツ

シティの実現につながるものと考えます。 

 また、実際にウインタースポーツをやらなくて

も、見るという視点でウインタースポーツを楽し

むことも、札幌市民の楽しみであり、住む人に

とっての自慢であると考えます。その点において

は、大倉山のジャンプ競技場は、市民理解を得な

がら、国際大会の基準を維持し、選手が育つ競技

場としての施設を整え、市民に丁寧に説明をして

いくことが重要です。 

 先ほど、石川副市長のウインタースポーツシ

ティへの思いを聞かせていただきましたが、私も

歴史ある札幌のウインタースポーツ振興への思い

は一緒です。 

 そこで質問ですが、市民が気軽にウインタース

ポーツを楽しむことができる今年度の取組と、来

年度に向けた取組について伺います。 

●金谷スポーツ部長  市民が気軽にウインター

スポーツを楽しむことができる、今年度と来年度

の取組について、お答えさせていただきます。 

 まず、ソフト面の取組といたしましては、従前

より、年間を通じて、様々なウインタースポーツ

の体験機会を提供しており、今年度は、１月に実

施をしたウインタースポーツ塾において、実施内

容を分かりやすく伝える紹介動画を作成すること

で、昨年の約0.9倍という抽せん倍率を上回る約

1.4倍という応募の増加につながったところでご

ざいます。 

 子供たちが、継続的にウインタースポーツに親

しむためには家族の支えが必要であることから、

昨年度より実施しておりますフィギュアスケート

親子体験会に加え、来年度は、複数の種目で親子

体験会を開催するなど、家族が一緒に楽しめる機

会を増やしてまいります。 

 また、ハード面の取組といたしましては、大倉

山ジャンプ競技場や美香保体育館、月寒体育館等

の、1972年冬季オリンピックに向けて整備されま

した施設について、必要な更新や改修を行い、ウ

インタースポーツシティとしての環境整備を着実

に進めてまいります。 

●あおいひろみ委員  今後についても、誰もが

気軽にウインタースポーツを楽しむことのできる

施策に取り組んでいくとのことでありました。 

 ウインタースポーツの面白さや、その魅力を市

民に実感していただくためには、実際に身をもっ

て市民に体験体感していただくことが、重要であ

ると感じます。そこには見る視点や、このまちか

ら世界に羽ばたく選手を輩出するという育てる感

覚も、非常に大事だと思います。 

 先ほどご答弁いただいたとおり、冬季の豊富な

積雪や、自然環境を生かしたウインタースポーツ

が盛んであることは、札幌の大切な誇りであり、

このウインタースポーツの普及振興につながる文

化が今後も育まれていくことを期待し、私からの

質問を終わります。 

●熊谷誠一委員  私からは、障がい者スポーツ

センター検討費について、お伺いさせていただき

ます。 

 これまでも我が会派では、障がい者スポーツの

振興について、障がいのある方の健康や生きが

い、そして共生社会の実現につながると考え、そ

の必要性を我が会派の丸山委員、わたなべ委員を
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中心に、会派一丸となって訴えてきたところでご

ざいます。 

 また、障がい者スポーツ振興に関しては、障が

い者スポーツの体験会をはじめとする様々なイベ

ントなどで障がい者スポーツに興味を持った方

が、その後も日常的に、障がい者スポーツに触れ

ることができる場が重要であるという認識の下、

障がい者スポーツセンターに関する質疑を重ねて

きたところでございます。 

 昨年の第１回定例市議会の予算特別委員会で

は、今年度の障がい者スポーツセンター基本構想

の策定に関する質問を行い、障がい者スポーツセ

ンターの設置がスポーツを通じた共生社会の実現

につながるよう、担うべき役割、求められる機

能、施設概要や運営体制についてまとめていきた

いとの答弁があったところでございます。 

 札幌市においては、令和３年度から、障がい者

スポーツセンターの整備に関する具体的な検討を

行ってきており、今年度で検討を始めて４年とな

ります。 

 第二次札幌市まちづくり戦略ビジョンアクショ

ンプラン2023においても、障がい者スポーツセン

ター基本構想について、2024年度を策定の目標年

次と設定しているところであり、これまで積み重

ねてきた検討の結果を対外的に示し、障がい者ス

ポーツセンターの整備を次の段階に進めていくべ

きタイミングに来ているのではないかと考えま

す。 

 そこで質問ですが、障がい者スポーツセンター

基本構想の検討状況について、お伺いいたしま

す。 

●金谷スポーツ部長  障がい者スポーツセン

ター基本構想の検討状況について、お答えさせて

いただきます。 

 障がい者スポーツセンター基本構想につきまし

ては、これまでの調査検討内容を踏まえるととも

に、札幌市障がい者スポーツ普及促進協議会での

議論や、関係者・関係団体からのヒアリングなど

も行いながら、策定に向けた検討を進めてまいり

ました。 

 その結果、札幌市の障がい者スポーツの現状や

課題、障がい者スポーツ推進の拠点の必要性等に

ついては、整理ができたところであります。 

 一方、障がい当事者や関係者のニーズに合った

整備候補地の確保や福祉関連施設の複合化の検討

等、新たな拠点の整備に向けては、一定程度の期

間が必要な課題も残っているところであります。 

 ただ、障がい者スポーツ振興に当たって、指

導、相談などの役割を担う人材の育成や、関係者

とのネットワーク構築などのソフト面の取組の充

実を図ることは、重要かつ喫緊の課題であり、整

備候補地の確保等の課題の整理を待つことなく、

早急に取組を進めていく必要があると認識してお

ります。 

 これらの課題を検討、整理の上、来年度以降で

きるだけ早い時期の構想策定を目指している状況

であります。 

●熊谷誠一委員  基本構想については、引き続

き、ソフト面の取組などについて検討を行った上

で、来年度以降できるだけ早期の策定を目指して

いくということでございました。 

 答弁では、今年度中に基本構想が策定できない

というようなことであったのかなと思いますけれ

ども、期待されていた方もたくさんおり、非常に

残念ではありますが、内容の充実した基本構想を

策定し、最終的には、よりよい施設の整備につな

げていくことが重要と考えますので、引き続き、

しっかりとした検討を進めていただきたいと存じ

ます。 

 その上で、解決には一定の期間が必要な課題が

整理されるまでの間も、様々なソフト面の取組を

進めていくことが必要との答弁につきましては、

私も同感でございますし、可能であれば速やかに

取組を進めていただきたいと考えます。 

 ただ、障がい者スポーツの振興に当たっては、

関係者・関係団体それぞれが主体となって、しっ

かりとした活動が行われているものの、組織的な

取組に欠けている部分があるという印象を受けま
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す。 

 現に私自身も、障がい者スポーツ指導員の１人

でございますので、各種大会やイベントなどに関

わることも多々ございます。取組の単発感、そう

いったものが実際否めなく、点から面への組織的

な展開やつながりが札幌では課題であると、強く

思うところでございます。 

 関係者や、関係団体の連携を高めることで、そ

れぞれの活動が、より障がい当事者を含めた市民

全体に浸透することが期待でき、新たに障がい者

スポーツを始める方の増加など、障がい者スポー

ツの普及、振興に大きな効果があるものと思いま

す。 

 また、障がい者スポーツに取り組む方への指

導、相談などを行う人材の育成を含めた、様々な

ソフト面の取組を、より力強く展開していくこと

にもつながるものと考えます 

 このような視点を踏まえながら、将来的な障が

い者スポーツセンターの整備を見据えて、障がい

者スポーツ振興の取組を推進していくことが重要

ではないかと考えるところでもございます。 

 そこで質問ですが、将来的な障がい者スポーツ

センター整備に向け、次年度以降、具体的にどの

ような取組を行っていくのかをお伺いいたしま

す。 

●金谷スポーツ部長  次年度以降の具体的な取

組について、お答えいたします。 

 委員からもご指摘のありました関係者、関係団

体との連携につきましては、非常に重要な事柄と

認識をしてございます。また、これらの関係者等

との連携を高めていくためには、障がい者スポー

ツに携わる関係者が集まり、共に活動できる場や

機会を創出していくことが重要と考えておりま

す。 

 ついては、障がい者スポーツセンターの整備を

待たず、既存施設を活用し、障がい者スポーツ推

進のための暫定的な活動拠点を設置することにつ

いて、具体的な検討を行ってまいります。 

 暫定的な活動拠点での活動を通して、人材育成

やネットワーク構築など、ソフト面の取組を充実

させるとともに、そこで得られました知見等を、

障がい者スポーツセンター整備の検討にも生かし

ていきたいと考えております。 

●熊谷誠一委員  具体的な取組として、関係

者、関係団体が集まって意見交換する、そういっ

た場として、暫定的な活動拠点を設けていくとい

う答弁でございましたので、ぜひともそういった

取組を進めながら、このソフト面ばかりでなく、

ハード面に向けて、しっかりとこの意見をまとめ

ていただけるように、取組をぜひお願いしたいと

思います。 

 いずれにしましても、障がい者スポーツセン

ターの１日も早い整備を進めていただきたい。そ

のためにも、しっかりとした検討を、加速度を

持って進めていただきますよう強く要望いたしま

して、私の質問を終わります。 

●長屋いずみ委員  私からは、学校開放事業に

関わり、４点質問をさせていただきます。 

 1961年に制定されたスポーツ振興法では、教育

に支障のない範囲で、学校の体育スポーツ施設を

一般に供するよう定め、公立の小・中学校を中心

に、体育館やグラウンドなどの学校施設が、地域

住民に開放されてきました。これは、今般のス

ポーツ基本法にも引き継がれています。 

 札幌市では1967年度から始まり、その取組は他

府県に比べて早く、地域のスポーツ振興を支えて

きました。本市は、2021年に札幌市スポーツ施設

配置活用実施方針を策定しました。スポーツ施設

については、利便性の高い場所へ集約し、効率

的・効果的に施設整備し、運営方法の工夫で多く

の市民が利用しやすくすると。つまり総量抑制の

方針です。その代わり、日常的な運動、健康づく

り機能の確保には、身近な学校や公園、コミュニ

ティ施設など、スポーツ施設以外の施設のさらな

る活用に向けた検討を行うとしております。 

 本市のスポーツ実施率、2022年度で57パーセン

トですが、2033年には70パーセントを目指してお

ります。 
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 一方で、スポーツ施設は、総量抑制方針の下、

既に美香保体育館や月寒体育館の移転が計画され

ていますから、市民のスポーツ振興を地域が持つ

資源で支えていくことが必要と考えます。 

 そこで、本市が地域スポーツの振興策として進

めてきた学校施設開放事業について、現状と課題

を明らかにしたいと思います。 

 質問ですが、学校開放事業における開放校数及

び利用率の実績について伺います。 

●金谷スポーツ部長  学校開放事業の開放校数

と利用率について、お答えいたします。 

 まず、学校開放事業の関係でございますが、札

幌市では、市民の自主的なスポーツ活動を促進

し、明るく豊かな市民生活に寄与することを目的

として、学校教育に支障のない範囲ということ

で、小学校、中学校及び特別支援学校の体育施設

であります体育館、格技室、グラウンド、そして

プールを市民に開放する事業ということで、学校

開放事業を実施してございます。そして、委員か

らもご紹介がありましたように、昭和42年から実

施をしているところでございます。 

 令和５年度におきましては、体育館274校、格

技室が13校、グラウンド21校、プール31校で実施

をし、それぞれの利用率といたしましては、体育

館87パーセント、格技室56.7パーセント、グラウ

ンド27.7パーセント、プールでは100パーセント

となってございます。 

●長屋いずみ委員  体育館ですと、８割を超え

る利用率ということでした。多くの市民に使われ

ているということが分かります。 

 開放事業の利用者数の推移は、2019年には約

118万人、2020年には約73万人、2021年には約64

万人と、新型コロナウイルス感染症の影響により

停止していた時期に、利用者が大きく減少してお

りましたけれども、2022年には約113万人になっ

ておりました。 

 そこで質問ですが、新型コロナウイルスの影響

により、学校開放を停止していた時期があります

けれども、再開時にそれを周知するための広報活

動を行っていたのかどうか伺います。 

●金谷スポーツ部長  学校開放の再開時の広報

活動について、お答えいたします。 

 新型コロナウイルスの影響により、感染防止対

策を強化するため、学校開放事業を令和２年２月

から令和３年10月まで、断続的に停止しておりま

した。 

 札幌市スポーツ協会が、専任の管理指導員を配

置して、管理運営を行っておりますセンター管理

方式の開放校では、同協会のホームページにて再

開の周知を行っており、また各地域の体育振興会

が管理運営を行っております自主管理方式の開放

校では、それぞれの体育振興会が所属する会員へ

の周知を行ったところであります。 

 加えて、札幌市においても、札幌市公式ホーム

ページだけでなく、利用者の目に触れる機会の多

い札幌市公共施設予約情報システム上でも、周知

を行ったところであります。 

●長屋いずみ委員  予約状況を確認できるホー

ムページ等で知らせたのかなと思います。特段の

広報活動ということは行わなくても、多くの市民

が予約を入れていったという、本当に待ち望まれ

ていた状況だと思います。 

 次の質問に移りますけれども、学校開放施設を

利用するに当たっての対象者と、利用に当たって

の条件を伺います。また、他のスポーツ施設の利

用実態との違いがあれば、その点について。併せ

て、開放事業の拡大についてのお考えを伺いたい

と思います。 

●金谷スポーツ部長  対象者と、利用に当たっ

ての条件、利用実態の違い、拡大についての考え

ということでお答えいたします。 

 利用対象者は、札幌市内に在住、在勤、在学す

る成人の方を含む10名以上のメンバーで構成され

ます団体としており、札幌市公共施設予約情報シ

ステムに登録し、利用申込みを行うことで、利用

が可能となります。 

 他のスポーツ施設の利用実態との違いといたし

まして、例えば区体育館の一般開放では、個人利
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用が可能であるのに対しまして、学校開放では、

１度により多くの方に利用していただくため、団

体利用に限定をしてございます。 

 開放事業校数の拡大につきましては、最も利用

率の高い体育館において、市内小中学校298校か

ら、開放するスペースと職員室などのスペースを

遮断することができないといった構造上の制約な

どで開放できない学校22校を除きました276校の

うち、274校で実施されておりまして、このよう

な現状から、校数の拡大は難しいものと認識して

おりますことから、利用率の低い格技室や、グラ

ウンドにおける利用率の向上に向けて、周知の取

組を進めてまいります。 

●長屋いずみ委員  10名以上の登録で、制限も

されておりました。 

 スポーツ庁の令和３年度体育スポーツ施設現況

調査結果の概要によると、体育施設を開放する公

立学校数は４万2,664か所で、2017年調査の４万

9,602か所より約7,000か所減少しておりました｡ 

 本市の開放事業でも、施設数は、10年前の2015

年度、284校から、先ほどご答弁いただきました

274校ですから、減少しております。 

 学校開放事業のグラウンドは、各区に２～４か

所、屋内の体育施設は各区10～30施設、区によっ

て施設が大きく異なり、また、施設によっては利

用率が低いところもあるともお聞きしました。中

心部から離れていたり、駐車場がない場合は、予

約に余裕があるともお聞きしました。予約する際

に、空いている体育施設があれば、それが一目で

分かるような工夫も必要ではないかと思います

し、先ほど格技室のということも案内もしていく

ということも一つ工夫かなと思いますし、施設の

意向も確認しながら、市民が活用しやすい環境整

備を進めていくことが必要だと、私は思います。 

 そこで、最後の質問になりますけれども、学校

施設や利用者からの意見をどのように集めてい

らっしゃるのか。また、集めているとすれば、ど

ういった意見があるのかを伺います。 

●金谷スポーツ部長  学校開放に関する意見に

ついて、お答えいたします。 

 学校開放に関するお問合せや、利用者からの意

見等につきましては、札幌市や学校開放事業を受

託している札幌市スポーツ協会、体育振興会宛て

に、その都度、個別にいただいているところであ

ります。各開放校で利用種目が異なることに対し

て、利用者から利用種目を追加してほしいという

意見をいただくことが多くなっております。 

 利用種目の追加要望については、従来から、学

校施設の設備や構造等、限られた条件の下、でき

る限り利用いただけるよう対応してまいりました

が、今後もできるだけ利用者の声に応えられるよ

う、各学校との調整に努めてまいります。 

●長屋いずみ委員  開放事業を、いかに有効利

用するのか、そのためには、現在使用されている

団体や施設から様々な意見も聞きながら、改善で

きるところがあれば生かしていただきたいと思い

ますし、工夫もしていただきたいと思います。 

 市民が気軽にスポーツを楽しむことができる環

境整備をさらに進めていただきたいと申し述べ

て、私の質問を終わります。 

●丸岡守幸委員  私からは、大倉山にノーマル

ヒルを併設することによる効果について、２点質

問いたします。 

 今回の大倉山と宮の森の両ジャンプ競技場の改

修事業は、1972年の冬季五輪を開催した札幌市

が、世界屈指のウインタースポーツシティとし

て、そして、新たな歩みを進める象徴的な事業に

なるものとして、非常に期待を寄せているところ

であります。 

 このたび提出された予算案では、国際スキー連

盟のジャンプ台公認期限である2028年の完成を目

指し、まずは先行して、ラージヒル改修に向けた

調査設計費が計上されております。 

 また、公表された予算の関連資料では、大倉山

でのデュアル化に要する整備費用について、具体

的な金額が示されておりますが、競技規則適合に

向け、ラージヒルのインラーンと言われる滑走路

の改修で40億円、後年次のノーマルヒルの併設化
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で70億円の合計110億円が想定されております。 

 併せて、タイミングを合わせて行う老朽化した

競技設備の更新として、20億円とのことでありま

す。 

 そうした中、近年、建設工事の資材や、人件費

等の高騰が全国的な問題となっており、市民の皆

さんの関心は大変高いものであると考えます。 

 現に、オリパラ招致の計画では、デュアル化の

事業費90億円であったものが、現時点で合計110

億円と増加しているという状況にあります。社会

的な背景もあり、事業費増になるにしましても、

それぞれを現在の位置で改修する選択肢もある

中、デュアル化をすると、どのくらいのコスト

カットが可能であるのか。定性的な表現ではなく

て数字で、市民の皆さんに分かりやすく示して、

理解を得ていくべきであると考えます。 

 そこで質問でございますが、ラージヒルとノー

マルヒルをそれぞれ現在の位置で改修した場合に

比べて、デュアル化した場合に、どの程度のコス

トカットが可能であると想定しているのか、いか

がか伺います。 

●久米田施設整備担当部長  大倉山にデュアル

化した場合のコストカットについて、お答えいた

します。 

 デュアル化の場合の整備費の約110億円は、そ

れぞれ現位置で改修する場合に比べて、およそ１

割に当たる約10億円の整備費の削減が見込まれて

おります。この理由としては、大倉山にある運営

本部棟をそのままノーマルヒル用としても使える

など、様々な施設や設備の共用が可能となること

によるものです。 

 また、デュアル化にすることにより、光熱費や

点検費、除排雪などの維持管理費用を抑えること

ができ、現在の両競技場に係る年間維持管理費の

約１割に当たる年間1,500万円程度を削減できる

ものと試算しているところです。 

●丸岡守幸委員  整備費、維持管理費どちらも

１割のコストカットができるということでござい

ました。コストカットは、大変重要なことであり

ます。 

 私は先日、先ほど石川副市長のご答弁にもござ

いました第96回宮様スキー大会国際競技会に行っ

てまいりまして、ちょっと見学してきたんですけ

れども、宮の森ジャンプ競技場に出向いて、多く

の学生選手のジャンプ競技を観戦したり、長年そ

ちらでスタッフとしてボランティアされている方

にお話を伺ったり、当然リフトやロッジの各設備

も見てまいりました。 

 今回行ったことで、改めてスタート台が南側に

あるため、日差しが若干眩しく、ちょっとスター

ト地点が見づらかったなというような印象があり

ますし、競技場まで行く途中の道が少し狭くて、

冬場でしたら、少し走行しづらいんじゃないかな

と思うような、新たな気づきもありました。 

 その後、大倉山ジャンプ競技場まで足を伸ばし

て、ラージヒルの前でノーマルヒルの位置を確認

しまして、デュアル化をイメージして、今回の大

倉山ジャンプ競技場に係る改修の必要性をすごく

実感できたところであります。 

 答弁いただきました費用面でのメリット、そし

てデュアル化の方針について、市民の皆さんの理

解をこれからしっかり得ていく上で、このコスト

カットというのは、すごく重要な情報であるとい

うふうに考えます。 

 加えまして、大倉山は、年間でおよそ40万人の

来客がある、札幌を代表する観光施設でもありま

す。ウインタースポーツシティ札幌を象徴づける

札幌市の財産でもあることから、今後、観光面で

も今以上に活用して、札幌市全体の経済活性化に

つなげていくべきであるというふうに考える次第

であります。 

 そこで、二つ目の質問でございますが、今回の

改修事業を通して、観光面ではどのような効果を

見込んでいるのか、いかがか伺います。 

●久米田施設整備担当部長  改修事業を通した

観光面での効果について、お答えいたします。 

 現状、宮の森のノーマルヒルでは高い練習頻度

があることから、大倉山にノーマルヒルを併設化
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することにより、訪れた観光客が、日常の練習風

景を見る機会が大幅に増えるものと考えておりま

す。 

 また、現在の二人乗りリフトについて、所有者

である札幌振興公社より、ゴンドラ化の提案を受

け、市との役割分担等について協議を行うなど、

バリアフリー化の検討も進めているところです。 

 ジャンプ台の迫力や、札幌の街並みを一望でき

る眺望といった、大倉山の魅力のさらなる向上

や、市民や観光客の利便性、快適性の向上を図る

観点とともに、既存のオリンピックミュージアム

や、レストランなどと一体となった観光施設とし

ての魅力向上についても検討してまいりたいと考

えております。 

●丸岡守幸委員  今、答弁いただきまして、ゴ

ンドラにするですとか、バリアフリー化にするで

すとか、札幌市を代表とする観光施設となるとい

うふうに考えますと、大変期待を持てる一つの事

業ではないかなということを、改めて実感させて

いただきました。 

 札幌市の大倉山と宮の森の両ジャンプ競技場

は、1972年の冬季五輪以降、様々な国際大会の舞

台となってきたことから、今後も引き続き、国内

のジャンプ競技の拠点であるべきと思いますが、

今回の改修事業は、単にスポーツ施設の改修とい

う意味だけにはとどまらず、市民の皆さんに広く

効果が還元されるものでなければならないと考え

ます。今回の改修事業を通じて、市民の皆さんの

一人一人が、札幌のまちの一つの象徴として、新

たなジャンプ台を誇りに思えるよう、これからも

丁寧で分かりやすい情報発信を行うように求めま

して、私の質問を終わらせていただきます。 

●藤田稔人委員  私からは、総合型地域スポー

ツクラブのモデル事業についてと、Ｊリーグ開幕

前キャンプの誘致について、大きく２点質問させ

ていただきます。 

 まずは、総合型地域スポーツクラブのモデル事

業についてです。 

 総合型地域スポーツクラブは、人々が身近な地

域でスポーツに親しむことのできるタイプのス

ポーツクラブであり、多世代、多種目、多志向と

いう特徴を持っており、地域住民が自主的、主体

的に運営しているところも数多くあります。 

 我が国で制度化され30年が経過し、現在、全国

に3,500以上のクラブが育成されており、それぞ

れの地域において、スポーツの振興や、スポーツ

を通じた地域づくりなどに向けた多様な活動を展

開し、地域スポーツの担い手としての役割や、地

域コミュニティの核としての役割を果たしており

ます。 

 札幌市内においても、五つの団体が、総合型地

域スポーツクラブ全国協議会が定める登録基準を

満たしていると認められた登録クラブとして活動

しており、市外で有名なのは、例えば登別市にあ

る特定非営利活動法人おにスポなどは、子ども向

けから大人向けのプログラムだけではなく、介護

予防教室なども行っており、さらには部活動の地

域移行の受皿として活動するなど、大変注目され

ている事例もあります。 

 総合型地域スポーツクラブは、地域のスポーツ

環境を充実させ、スポーツを通じて地域課題を解

決することにより、地域住民のスポーツ参加機会

の増加や地域住民の交流の活性化、地域住民の健

康増進といった効果が期待されるところでありま

すが、そのモデル事業が今年度、白石区で行われ

たと伺っております。 

 そこで質問ですが、今年度のモデル事業の取組

内容について、お伺いさせていただきます。 

●金谷スポーツ部長  総合型地域スポーツクラ

ブの今年度のモデル事業について、お答えをいた

します。 

 札幌市では、子どもの体力が全国、北海道の平

均を下回り続けているところであり、代表的な学

校外のスポーツ活動であります少年団数や、少年

団員数も減少しているところであります。そうし

た課題の解決を図るために、今年度のモデル事業

では、身近な場所でスポーツに親しむことのでき

る機会を子どもたちに提供する取組について、行
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うことといたしました。 

 具体的には、放課後に体育館を利用可能な小学

校の中から、東札幌小学校をモデル校として選定

し、小学４年生から６年生を対象に、期間につい

ては１月から２月にかけて、キンボール、タグラ

グビー、ミニバレー、ドッジボール、そしてか

けっこの計５種目を10日間にわたり、無料で実施

をいたしました。 

 種目により、参加者数に多少のばらつきはあっ

たものの、10日間で延べ79名の子どもたちの参加

があり、アンケートでは、全ての参加者から、種

目の楽しさや、指導内容に対して肯定的な回答が

得られたところであります。 

●藤田稔人委員  札幌市における子どもの体力

低下や、少年団員数の減少を踏まえて実施したと

いうことでございましたが、私自身、札幌地区少

年サッカー連盟の会長も務めさせていただいてお

りますけれども、サッカーに関して言いますと、

少年団の数で、今106でございます。少年団とク

ラブを合わせて、200校の小学校があることを考

えると、約半数しか少年団がない。そして、人数

に関して言いますと、最盛期に6,000人いたの

が、今3,000人ということでございますので、そ

れも半減している現状にございまして、大変憂慮

しております。子どもたちが身近にスポーツので

きる環境を構築していくことは、本当に大事な、

重要な課題であると痛感しておりますし、この課

題を解決すべく、皆様方と一緒に、しっかりと真

摯に向き合っていきたいと考えております。 

 今回は、小学校４年生から６年生を対象とした

多種目のモデル事業を実施したということで、ア

ンケートでも好評であったと。また、東札幌小学

校の先生に聞きますと、大変有名な選手が指導に

来てくださって、喜んでいらっしゃったというこ

とを聞いております。 

 今回は無料で実施されたとのことでございます

が、本来は、総合型地域スポーツクラブは、子ど

もだけではなく、高齢者なども含めた多世代が参

加できるものであり、地域住民による自主的、主

体的な運営によって活動が行われることが理想で

あると思っております。 

 とはいえ、他都市の事例などを見ても、持続可

能な運営としていくためには、クラブを利用する

地域住民からの会費収入などの自主財源だけでは

なく、それに加えて、行政としても関与し、支援

することも必要であると考えております。 

 そこで、総合型地域スポーツクラブを、行政と

して効果的に支援していくためにも、来年度のモ

デル事業においては、より幅広い世代に、適正な

自己負担を求める形での検証を進めていただきた

く思っております。 

 そこで質問ですが、今年度の実施結果を踏まえ

た来年度の取組内容についてお伺いさせていただ

きます。 

●金谷スポーツ部長  今年度の実施結果を踏ま

えました来年度の取組について、お答えいたしま

す。 

 今年度の参加者アンケートでは、低学年や中学

生の兄弟も参加したかったというような声が聞か

れ、より広い年齢層にもニーズがあることを確認

できたところであります。 

 今回は、東札幌小学校の在校生のみを対象とい

たしましたが、例えば、親や兄弟姉妹といった家

族も対象に加えることや、近隣小学校の児童も対

象とするなど、多世代の参加者数を増やしていく

機会をつくってまいりたいと考えております。ま

た、有料となった場合でも、低廉な金額であれば

参加したいという声が多く、有料での実施に対し

ても一定のニーズがあることを確認することがで

きたことから、安定的なクラブ運営に向けた財源

確保についても検証が必要であると考えておりま

す。 

 このため、来年度のモデル事業においては、今

年度の結果を踏まえ、夏と冬にモデル校２校に拡

充をした上で実施することとし、クラブの育成に

必要となる効果的な手法について、有料化も含め

て、引き続き検討してまいります。 

●藤田稔人委員  今回のモデル事業の検証結果
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を踏まえて、来年度のモデル事業についても、引

き続き取り組んでいくとのことでございました。

その中で財源確保、また、有料化ということも、

ぜひしっかりと議論をしていただきたいと思って

おります。 

 総合型地域スポーツクラブは、多種目だけでは

なく、多世代、多志向といったことも期待される

ことから、多角的な視点でモデル事業を進め、ク

ラブ育成のための効果的な制度設計に、積極的に

取り組んでいただきたいと考えております。 

 総合型地域スポーツクラブの育成は、スポーツ

局が地域密着のスポーツ振興をより一層推進する

上で、まさに生命線と言っても過言ではない大変

重要な役割を果たすものであると思っております

ので、３点指摘させていただきます。 

 まず、多世代、多種目、多志向の活動をまと

め、調整するコーディネーターのような存在が必

要であり、そのような人的資源の発掘と育成にも

注力していただきたいと考えております。 

 そのような方がいなければ、地域が自主的、主

体的に運営するのではなく、行政主導で事業を展

開することになってしまいますので、私として

は、ぜひ地域主導で、この総合型地域スポーツク

ラブを運営していくことが、やはり望ましいと

思っております。 

 ２点目ですが、４年前の予算特別委員会でも触

れておりますが、活動場所の確保は最重要課題で

ありまして、学校のグラウンドや体育館、公園、

河川敷などを含めて、より一層利用しやすい環境

を整備するため、教育委員会や建設局とも強固に

連携して取り組んでいただきたいと考えておりま

す。 

 ３点目ですが、運動部活動の地域移行にも寄与

することであり、中学校の生徒はもちろんのこ

と、ほかの世代も一緒になって、気軽にスポーツ

を楽しみ、地域全体で子供たちのスポーツ環境を

支え、運動部活動の地域移行の問題が解消される

よう、期待しております。 

 続きまして、Ｊリーグ開幕前キャンプの誘致に

ついてお伺いさせていただきます。 

 令和６年第３回定例会の決算特別委員会におい

て、石川副市長から、Ｊリーグ開幕前キャンプの

誘致については、各クラブからの要望を踏まえ、

良好な環境整備に努めると、前向きなご答弁をい

ただいたところでございます。 

 シーズン移行による夏の開幕前キャンプの誘致

に向けて、１年４か月となり、重要な時期に差し

掛かっていることを踏まえ、これまでの進捗状況

と今後の方向性について、質問させていただきま

す。 

 前回の答弁を振り返りますと、Ｊリーグクラブ

へのニーズ調査及び現キャンプ地への現状調査の

ほか、道内市町村の意向調査と、幅広く行うと答

弁いただいておりましたが、それぞれの意向をい

かに迅速に分析し、クラブを絞り込んでいくか、

大変重要な課題であると認識しております。 

 そこで質問ですが、各調査などから得られた結

果と、札幌市が受け入れるクラブの絞り込み方法

と、そのキャンプの決定時期についてお伺いさせ

ていただきます。 

●中田推進担当部長  私からは、Ｊリーグの開

幕前キャンプ誘致に関する各種調査結果と、今後

の方向性についてお答えいたします。 

 各クラブに対するニーズ調査を行ったところ、

芝のクオリティの維持、練習相手となるクラブが

近くに複数いること、宿泊施設とグラウンドの近

接性が特に重要であることが分かりました。 

 また、現キャンプ地の沖縄で行いました、各ク

ラブや受入れ市町村へのヒアリング調査では、芝

の管理方法のほか、プロスポーツを間近で見るこ

とによる地域の競技力向上に加えて、一定の経済

効果があるともお聞きしております。 

 道内市町村の意向調査結果につきましては、35

市町村がキャンプ受入れに前向きな姿勢を示し、

札幌周辺でも、複数の市町村がキャンプの受入れ

を希望していることが判明をいたしました。 

 クラブの絞り込みにつきましては、これらの調

査結果を踏まえまして、札幌周辺でキャンプを希



 

- 257 - 

望するクラブのニーズと、キャンプの受入れに前

向きな札幌市周辺市町村との動向を勘案しつつ、

札幌市にとっても、最も有益と思われるクラブに

絞り込みを進めまして、今年の夏頃には、札幌市

への受入れクラブと合意をしたいというふうに考

えております。 

●藤田稔人委員  クラブの絞り込みや、近隣都

市との連携含め、キャンプの１年前まであまり時

間がありませんので、迅速に進めていただきたい

と考えております。 

 また、クラブのニーズとして、複数クラブが近

い場所でキャンプをしている環境が必要との調査

結果もございました。例えばですけれども、札

幌・苫小牧圏、函館圏、旭川圏、それぞれトレー

ニングマッチをするのであれば、恐らく少なくと

も４チームから５チームぐらいが集まってこない

と、クラブにとっては魅力的なキャンプ候補地と

は言えないかなと思っております。 

 実際に今年のキャンプでも、各クラブは少なく

とも２～３試合、多いところは５～６試合ぐらい

のトレーニングマッチをしておりますので、そこ

は非常に重要な観点かと思っておりますので、札

幌だけということではなく、札幌を含め、この近

郊近隣でしっかりと連携をしていただきたいと考

えております。 

 札幌市には、北海道コンサドーレ札幌がホーム

クラブとして活躍していることに加え、先般の答

弁では、白旗山競技場に新たにクラブのキャンプ

を誘致するということでございましたが、効果的

にトレーニングマッチをするためには、より多く

のパートナーが必要であると考えておりますの

で、ぜひとも近隣市町村とのキャンプの受入れの

協力関係を構築していただきたいと考えておりま

す。 

 北海道からは、35市町村がキャンプの受入れを

希望しているとのことでございますが、天然芝の

クオリティや、宿泊施設の状況を考慮しますと、

条件に適合する市町村は恐らく、せいぜい10市町

村程度しかないかなと考えておりまして、複数ク

ラブの誘致に乗り出すとなれば、都市間連携は大

変重要な課題であると考えております。 

 前回の質疑の際には、さっぽろ連携中枢都市圏

の枠組みを活用して、近隣市町村との連携を行う

という答弁もございましたが、ほかの有力なキャ

ンプ地について目処が立っているのか、非常に気

になっているところでございます。 

 そこで質問ですが、札幌市の近隣市町村との協

議の進捗状況と、複数クラブを受け入れる見込み

が現時点であるのか、お伺いさせていただきま

す。 

●中田推進担当部長  近隣市町村との協議状況

及び受入れの見込みについて、お答えいたしま

す。 

 本市の働きかけといたしましては、昨年11月５

日に開催されたさっぽろ連携中枢都市圏の区議長

会議において、市長から、キャンプ誘致で期待さ

れる効果などを示し連携を呼びかけ、現在は担当

レベルの協議を進めております。これに加えまし

て、連携中枢都市圏以外にも、キャンプ中の練習

試合が可能となる札幌市から１時間程度の移動範

囲で、誘致に前向きとの回答のありました市町村

について、キャンプ誘致の連携に向けて意見交換

を行っております。 

 協議や意見交換の中では、本市と同様、この

チャンスを逃がさないよう、非常に前向きに取り

組んでいる市町村も複数ありますことから、複数

クラブのキャンプが実現する見込みがあるものと

認識をしております。 

●藤田稔人委員  複数クラブのキャンプ誘致が

実現するよう切に願っておりますし、こちらは選

ぶほうではなく、あくまでも選ばれるほうでござ

いますので、最終的にはいつかの段階で、市長か

らきちんと先方に出向いて頭を下げていただきま

して、懇願していただければなと思っているとこ

ろでございます。 

 市民利用を阻害しないことは前提としてではご

ざいますけれども、ぜひ一つでも多くのクラブを

受ける入れることは、札幌市のサッカー、特に子



 

- 258 - 

どもたちのサッカー競技力向上に大きく寄与する

ものであると考えております。 

 一方で、Ｊリーグキャンプ誘致の先進地であり

ます沖縄県では、数年かけてキャンプ地を整備

し、複数クラブを受け入れていく体制を構築して

おりました。 

 最近の情報では、沖縄県はシーズン移行後も、

引き続き、キャンプの受入れを希望しているとい

う情報もあったりしますし、Ｊリーグは海外での

キャンプに助成金を出すという方向であったりも

しますので、気候の優位性というだけで、北海道

を本当に選んでいただけるのか分からない状況に

もあると思っております。 

 そのような中、あと３か月か４か月ぐらいで、

この話が決まってくると思っておりますが、経済

効果について考慮すると、やはり５～６クラブぐ

らいが集まって一つの拠点となり、そのうち幾つ

かはビッグクラブが含まれていないと、はっきり

言って、経済効果は薄いものと思っております。 

 今後、各クラブと交渉する中で、クラブ側から

の具体的な要求など、急な対応もあり得るかもし

れませんが、その際は迅速かつ、柔軟な対応をお

願いしたいと思っております。 

 札幌市及び近隣市町村においても、地元の競技

団体を巻き込み、協力しながら、１チームでも多

くのクラブのキャンプを誘致していただき、この

夏に決まるであろう受入れクラブの数に決して満

足することなく、継続してこの取組を進め、多く

のクラブのキャンプを受け入れる努力を惜しまず

に、続けていただきたいと思っております。 

●小形香織委員  私は、ジャンプ台のデュアル

化による大倉山の樹木伐採の問題について、質

疑、質問したいと思います。 

 本市が、2030年の冬季オリンピック・パラリン

ピックを札幌に招致するため、大会概要案を作

り、１回目の概要案では、大倉山と宮の森、それ

ぞれのジャンプ競技場を使う計画でしたが、その

後、宮の森ジャンプ競技場にあるノーマルヒルを

大倉山のラージヒルの隣に造る、いわゆるデュア

ル化を打ち出しました。 

 我が党は、2030年冬季オリパラの招致に反対い

たしましたが、スキージャンプは積雪寒冷地、札

幌でこそできるスポーツです。先ほども、世界屈

指のウインタースポーツシティであるという、そ

ういうお話がありましたけれども、まさにそうい

う場所でありますので、最新の国際規定に適合す

るための整備を行うこと、これは必要なことだと

思っております。 

 宮の森ジャンプ競技場は、1972年の札幌冬季オ

リンピックのスキージャンプ競技で金・銀・銅、

この三つを日本人の選手が飾った貴重なレガシー

である場所です。そのため、私たちは、将来ま

で、この宮の森ジャンプ競技場を現役として維

持・管理し、使い続けることを求めてきましたけ

れども、本市は、この先人たちが脈々と築いてき

たレガシーを運営の効率化、維持管理費の低減な

どを理由に、デュアル化しようとする方針であり

ます。 

 このたび、スポーツ局から大倉山ラージヒル部

分の国際競技規則適合のための工事として40億

円、そして老朽化した競技設備の更新に20億円、

これを二つ合わせて60億円ということになりま

す。そして、その後に予定するノーマルヒルの併

設費用、想定70億円で、全体130億円の整備費と

なっていくという資料が示されたところです。 

 2020年に、冬季五輪招致のために本市が示した

大会概要案では、ラージヒルが24億、ノーマルヒ

ルが61億で、合計90億というふうにしておりまし

たけれども、これが今回130億というふうに出し

ていますから、この先、ラージヒルの建設を終え

た後、ノーマルヒルを併設するという段階に進む

と、今の70億円という想定を超えるかもしれない

なと思っております。 

 スポーツ局が、その資料の中で示しましたとこ

ろに、大倉山の今のジャンプ台の隣に樹木1,000

本を伐採して、併設化していくという、こういう

想定が示されましたので、このたびの代表質問で

も、ＣＯ２の吸収量を減らすことになるのではな
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いかという観点で取り上げました。 

 その代表質問でも触れましたけれども、東京で

は、神宮外苑での野球場やラグビー場など、ス

ポーツ施設を含む大規模な再開発が行われようと

いう際に、イチョウの樹木が伐採されることに、

亡くなられた坂本龍一氏をはじめ、ラグビーで有

名な元選手やミュージシャンたちも声を上げてい

たところです。 

 私、やはりこの大倉山ジャンプ競技場を使って

いる選手の方々でも、この樹木を伐採することに

心を痛めている方がいらっしゃるのではないかと

思っております。スキージャンプの練習、本番な

ど、日常使っている選手たちにも、このデュアル

化による樹木の伐採や環境への影響などがあるこ

とを、事前に伝えるべきだと私は考えていますけ

れども、どのようにお考えなのか。 

 また、大倉山の自然と親しみながら、日々暮ら

している地域の住民に対しても伝えるべきだと思

いますけれども、併せてお考えを伺いたいと思い

ます。 

●久米田施設整備担当部長  環境への影響に関

する選手や、地域住民への事前説明について、お

答えいたします。 

 これまでの競技団体とは、大倉山及び宮の森

ジャンプ競技場の改修内容と合わせて、ノーマル

ヒル併設化に伴う自然環境への影響についても説

明し、適宜協議を行ってきたところです。 

 昨年11月に、全日本スキー連盟からは、選手や

競技関係者などの意見も踏まえ、デュアル化の要

望書の提出があり、この中では、両競技場が今後

も多くの方に親しまれつつ、自然環境と共存する

持続可能な形で維持されることも求められている

ところです。 

 また、地域住民に対しては、先月より、連合町

内会などの会合において、環境調査の結果の速報

版等を説明し、意見を伺ってきたところです。 

 今後も、より効果的な環境保全対策を専門家等

の意見を伺いながら検討し、適切に情報発信を行

い、競技団体や選手、地域住民などの理解をより

深めてまいりたいと考えています。 

●小形香織委員  やはりスポーツをされる選手

の方々も、自然環境と共存する持続可能な形で進

めてほしいんだということも含めた要望が出され

たということであります。心を痛めているんじゃ

ないかということなんですよね。 

 さきの我が党の代表質問の中で、大倉山の樹木

伐採の影響について、ＣＯ２吸収量を人為的に減

らすことになるのではないかという認識を伺いま

した。それに対して、影響を極力抑えるんだと、

それから、保全対策を検討したいということを今

もおっしゃいました。つまり、やはり伐採すれ

ば、環境への影響があるということが前提となっ

た対応なんだというふうに思っておりますけれど

も、この影響を最小限にし、保全に努めていくと

いうご答弁、あるいは具体的な保全策、これらは

どういうふうにされる方針なのか、具体的なとこ

ろを伺いたいと思います。 

●久米田施設整備担当部長  樹木伐採に伴う具

体的な環境保全の対処方針について、お答えいた

します。 

 令和５年の冬から、四季を通じて、自主的な環

境調査を行ってまいりましたが、今後はこの結果

に基づき、見識を有する専門家等へ意見を伺いな

がら、植物の移植や植樹等のより効果的な環境保

全対策を検討していくつもりであります。 

 併せて、敷地内及び民有地の樹木への影響を最

小限にとどめるよう、改修事業の設計を進める中

で、ノーマルヒル整備に伴う改変範囲や工法等を

幅広く検討してまいります。 

 札幌市が定める環境分野の各種計画が目指す方

向性を踏まえ、こうした対策を通じて、自然環境

への影響の最小化を図ってまいります。 

●小形香織委員  代表質問の答弁のときには、

かつて雪印シャンツェのあったところに設置する

んだということも理由にされておりましたけれど

も、つまり雪印シャンツェがあった50年前、50年

経った樹木は切っていくんだということなんだろ

うというふうにも私、解釈したわけですが、やは
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り自然環境に影響を与えていくことになるんだと

思うんですね。伺ったところ、雪印シャンツェの

あった場所、ここと、さらに隣の民有地800平方

メートルを要して、想定する伐採の本数は1,000

本であると。そして、900本が雪印シャンツェの

あった場所で、約100本ぐらいは新たな隣の天然

林としての樹木がある民有地の木として伐採して

いくということでありますから、やはりその分の

ＣＯ２吸収量を人為的に減らしていくことにな

る。それは、移植や植樹というやり方を考えてい

るとしても、一旦そこまで生えている100本の天

然林として育ててきた樹木を伐採することになる

ということを大変問題視したいと思っておりま

す。 

 1972年の札幌冬季オリンピックの際に、スキー

の競技のために、支笏湖そばの恵庭岳にコースを

造って、そのコースを造るときに、造った後は自

然に戻すんだということを約束したというふうに

伺っておりますけれども、しかし、北海道自然保

護環境団体の方々は、今でも恵庭岳は元に戻って

いないというふうに述べておられるわけです。 

 それから、先ほどお話しました東京の明治神宮

外苑の再開発の問題のときに、ラグビーの元日本

代表選手だった平尾さんが、朝日新聞の記事で、

こういうふうに述べておられます。秩父宮ラグ

ビー場は、日本ラグビー界の象徴ですと。また、

建設のため、樹齢100年の木を伐採するのもＳＤ

Ｇｓの考え方に逆行している。競技の継続をう

たって、環境破壊をするスポーツウオッシングに

したくないんだと。こういうふうに、やはりス

ポーツに関わった方がおっしゃっておられるわけ

です。 

 今後、適切な保全対策を検討していくんだとい

うことでありましたけれども、私、敷地外である

民有地、民有林、この樹木は伐採しないという計

画に変更をしていただきたい。先ほど、範囲も検

討したいということをおっしゃっておりましたの

で、そこの部分も、ぜひとも検討していただきた

いと思うんですね。 

 デュアル化によって、宮の森のジャンプ競技場

を使わないという方針でありますけれども、まだ

間に合いますので、この方針を一旦考え直して、

先人たちが脈々と築いてきたレガシーの現地であ

る宮の森ジャンプ場を、引き続きノーマルヒルと

して使い続けることを求めて、私の質問を終わり

たいと思います。 

●脇元繁之委員  私からも、大倉山ジャンプ競

技場のデュアル化に係るノーマルヒルの必要性に

ついて、お伺いしたいと思います。 

 大倉山と宮の森の両ジャンプ競技場について

は、共に現行の国際規則に適合していないという

ことで、このたび札幌市が施設改修の考え方を示

しました。その内容は、大倉山にノーマルヒルを

併設化するデュアル化を目指す等のことでありま

す。 

 今後の進め方として、ラージヒルの改修につい

ては、国際スキー連盟の公認更新期限である2028

年に間に合うよう、先行して設計に着手するとい

うことで、今回の予算案で、ラージヒルの改修設

計費が計上されております。また、併設化する

ノーマルヒルの改修については、適切な環境保全

対策を検討した後に着手していくとのことでもあ

ります。 

 先行して改修するラージヒルについては、毎年

ワールドカップ大会が開催されていることに加え

て、改修の期限もはっきりしておりますが、一方

のノーマルヒルについては、近年、競技が大型の

ジャンプ台に移行する傾向にある中で、今後、ど

のくらい使われる施設となるのか。将来的な需要

や、その必要性という点を分かりやすく市民に示

す必要があると思っています。 

 現状の宮の森のノーマルヒルは、大倉山のラー

ジヒルと比べて、メディアでの取扱いや観光利用

が多いわけではない上に、都心からのアクセス性

にも劣るといったことから、日々どのように、ど

のぐらい使われているのか、十分に情報が伝わっ

ていない面もあるのではないでしょうか。 

 したがいまして、ウインタースポーツ都市札幌
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の象徴として、その機能を維持、向上させていく

上での改修事業は必要と思いますが、利用実態も

きちんと市民に示し、理解を得ていく必要がある

と考えます。 

 そこで質問ですが、ノーマルヒルの現状の利用

状況はどうなっているのか。そしてまた、先ほど

来質疑がありましたが、それも含め確認のため、

今後、どのような利用見込みを立てているのか、

お伺いしたいと思います。 

●久米田施設整備担当部長  ノーマルヒルの利

用状況と、今後の見込みについてお答えいたしま

す。 

 ノーマルヒルは、選手の育成強化面として、中

高生から学生、社会人、加えて技術的な調整をす

るトップ選手など、幅広い選手層から練習で利用

されている状況です。このため、練習での利用状

況としては、大倉山のラージヒルは年間50日程度

に対して、宮の森は約150日程度と、ノーマルヒ

ルの練習需要は高い状況となっております。 

 併せて、ジャンプの宮様スキー国際競技会やノ

ルディック複合など、様々な大会がノーマルヒル

を舞台に開催されており、今後も国内における

ジャンプ競技の中核的な施設として利用されてい

くものと見込んでおります。 

●脇元繁之委員  今、大倉山が年間50日に対し

て、宮の森のノーマルヒルが練習で、年間150日

使われていると聞いて、ちょっと驚きました。そ

ういうところは、多くの市民にとって、なかなか

分からない部分ではあると思いますが、中高生な

ど、育成段階の選手が徐々にラージヒルへステッ

プアップしていく過程で、あるいはまた、トップ

選手の調整においても、ノーマルヒルは重要かつ

必要不可欠な存在であるということは、理解をさ

せていただきました。 

 そこで選手の育成、強化面で、ノーマルヒルが

重要な役割を担っているとするなら、ラージヒル

と併設化することによって、今まで以上に、選手

の育成、強化につながるようなメリットがなけれ

ば、多額の事業費を投下する意味はないとも言え

ると思います。 

 そこで質問ですが、今後の大倉山でのデュアル

化に当たり、ノーマルヒル併設化に伴う育成、強

化面での効果はどのように考えておられるのか、

お聞かせください。 

●久米田施設整備担当部長  ノーマルヒル併設

化に伴う育成、強化面での効果についてお答えい

たします。 

 ラージヒルとノーマルヒルを併設化することに

より、多様な層の選手が同じ場所で練習すること

となるため、育成段階の選手がトップ選手の高い

技術に触れる機会が増えるとともに、練習を支え

るコーチや関係者が１か所に集約されます。 

 また、トレーニング室などのＮＴＣ、ナショナ

ルトレーニングセンターの競技別強化拠点の関連

設備が大倉山にあることから、これまで主に宮の

森で練習をしていた育成団体の選手が、ジャンプ

の練習と一貫して、トレーニングを行うことが可

能となります。 

 併せて、トップ選手においても、ラージヒルと

ノーマルヒルを併用した技術面での細やかな調整

が可能となるなど、これまで以上に、選手の育

成、強化を効率的、効果的に行うことができるよ

うになるものと考えております。 

●脇元繁之委員  ただいまの答弁で、様々な恩

恵が受けられるということは、よく理解をさせて

いただきました。 

 今年２月に、大倉山ジャンプ競技場で開催され

た男子のワールドカップ札幌大会で優勝した小林

陵侑選手の話として、原点に立ち返り、大会前に

荒井山の小さなジャンプ台で調整をしたことが、

今回の結果につながったというインタビュー記事

が出ておりました。ですから、今回のラージヒル

とノーマルヒルの併設化を目的とした改修事業に

よって、大倉山が、今後も世界のトップ選手を輩

出する国内のジャンプ競技の拠点として、その機

能や価値により、一層高めていっていただきたい

と思っております。 

 最後に、大倉山でデュアル化を進めた後、宮の
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森の後利用について、具体的な検討はこれから進

めていくものと思いますが、宮の森ジャンプ競技

場は、1972年の冬季札幌オリンピックにおいて、

日の丸飛行隊が表彰台を独占したという、歴史的

な場所でもあります。こうした歴史を踏まえて、

市民が誇りに思えるような後利用となるよう、市

民や競技団体などからの声を丁寧に受け止めなが

ら、今後の方向性を決めていただくよう求めてお

きます。 

 今、1972年札幌冬季オリンピックの話をさせて

いただきました。このたびの大倉山ジャンプ競技

場の改修とノーマルヒルの併設化、デュアル化

は、施設の老朽化と国際競技規則への対応、それ

と選手の育成、強化を目指すものとのことです

が、多額の投資をしての施設整備であるなら、一

旦は撤退を表明したものの、将来における冬季オ

リ・パラの札幌への招致ということも視野に置い

たものかどうか、今後、温暖化により冬季大会の

開催場所も限られ、開催地の決定そのものが、し

のぎを削る招致ではなく、持ち回りになるのでは

ないかとも言われております。雪がなければ始ま

らない冬スポーツだからこそ、このような話にな

るのもうなずけます。 

 持ち回り制が実現するとなれば、冬季オリ・パ

ラが定期的に行われるようになるわけで、開催都

市としての札幌市には、大きなアドバンテージに

もなりますし、来るか来ないか分からない招致活

動もすることなく、市民理解も得られるのではな

いでしょうか。 

 併せて、低迷する冬スポーツの振興等、設備等

の整備を、余裕を持って計画的にすることも可能

になると思います。 

 この点について、石川副市長にご見解をお聞き

したいところですが、今まだ答えづらいと思いま

すので、この場であえてお聞きはしません。 

 私は、環境保全やもろもろの条件さえ整えば、

大倉山ジャンプ競技場の改修とノーマルヒルの併

設化、デュアル化は大いに賛同するものでありま

す。子どもたちの未来のために、北国の魅力とも

言える冬スポーツの復活のために、夢をもう一度

と一人つぶやきながら、私の質問を終わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第２項市民生活

費のうち、スポーツ局関係分の質疑を終了いたし

ます。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月19日水曜日、午後１

時から、都市局関係の質疑を行いますので、定刻

までにご参集ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      散 会 午後４時５０分 


